
このセクションでご理解いただきたいPOINT

当社は、サステナビリティ課題への取り組みを、企業の存立・成長を支える基盤と捉え、最も重要な課題の一つで
あると認識しています。そのなかで、ステークホルダーからの要請、当社の企業理念・価値観や成長戦略を踏ま
え、重点的に取り組むべきサステナビリティ課題におけるマテリアリティ（重要課題）を特定し、目標・KPIを定め
取り組みを進めています。

［特定したマテリアリティ（重要課題）］

地域・社会
との共生

6

品質
2安全・環境・

防災
1

7 企業価値の向上
と利益還元

生産
4

人材
5 コンプライアンスの

徹底

研究開発・
知的財産

3

サステナビリティ
 82 サステナビリティ課題におけるマテリアリティ

 88 環境
89 環境マネジメント・ガバナンスシステム

91 環境リスクマネジメント

94 気候変動問題への対応

103  循環型社会構築（サーキュラーエコノミー）

107  生物多様性保全・自然再興（ネイチャーポジティブ）

 114 安全

 116 防災

 117 品質保証

 118 生産·サプライチェーンマネジメント

 120 人的資本
121 多様な人材確保

121 人材育成

123  DEI（ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン）

126 人権尊重

 128 地域·社会との共生
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企業理念・ものづくり価値観等を踏まえた
マテリアリティ
当社グループは、「常に世界最高の技術とものづくりの力を追
求し、優れた製品・サービスの提供を通じて、社会の発展に貢献
する」ことを企業理念（基本理念）に定めています。
優れた製品・サービスの提供にあたっては、責任あるものづく

り企業として、お客様に満足して頂ける「品質」の製品を安定した
「生産」により安定的に供給することが極めて重要な使命である
と認識しています。それを可能とする大前提が、「安全・環境・防
災」およびコンプライアンスへの万全な対応であることはいうま
でもありません。
加えて、世界最高の技術とものづくりを支えるのは「人材」であ

り、現場力と技術先進性を高め製造実力を向上させるためには、
優秀な人材の確保と育成が重要な課題と捉えており、人材確保、
人材育成、DEI、人権の尊重は、活き活きと働く上での基礎である
と考えています。
また、地域・社会との関係において、製鉄所等が立地する地
域・社会との良好な関係を維持していくことも、当社が将来にわ
たって事業を営んでいく上で不可欠となる重要な課題です。環境
に配慮した操業を行うことはもとより、企業市民として地域・社
会との良好なコミュニケーションを保っていくことが大切である
と考えています。

当社は、ステークホルダーからの要請を踏まえ、以下の考え方
に基づきマテリアリティを策定しています。
これらマテリアリティの諸課題へ取り組んでいくことは、2030

年までに地球全体で解決すべき国連の持続可能な開発目標SDGs

の達成にも寄与すると考えます。

価値創造プロセス・今後の事業環境変化等を踏まえた
マテリアリティ
当社の価値創造プロセスは、様々な財務・非財務資本を用い

て、当社の持つ競争優位性により生み出された製品やソリュー
ションを提供することが基本です。そうしたプロセスの再生産の
ためには、安定した生産と収益確保の継続が不可欠となります。
また、当社は、環境を企業経営の根幹をなす重要課題として位
置付け、従来から、環境負荷の少ない環境保全型社会の構築に
貢献するべく、3つのエコと革新技術の開発によるCO2排出量削
減や、プラスチックリサイクルの推進等、社会で発生する廃棄物
の再資源化による循環型社会の構築に取り組んでいます。
とりわけ、人類の存続に影響を与える気候変動問題に対して
は、2050年カーボンニュートラルを目指して、高機能鋼材やソ
リューションの提供による社会全体のCO2排出量削減への貢献
と、革新技術開発による鉄鋼製造プロセスの脱炭素化の両輪に
よる取り組みを進めています。

［マテリアリティ特定プロセス］

環境・社会面における
ステークホルダーからの
要請・課題項目の検討

企業理念・
ものづくり価値観等
を踏まえた総合化

当社
価値創造プロセス・
戦略からの検証

取締役会における
審議・承認

 投資家、NGO、ESG評価機関からの評価やコメント等に基づき重要性を評価
 投資家、NGO、サステナビリティの有識者とのダイアログを通じた評価

環境変化等を踏まえ
マテリアリティを定期的に見直し

マテリアリティの考え方

企業価値の向上と利益還元
当社は、サステナビリティ課題への取り組みも含めた事業活動
の推進による利益の確保と企業価値の向上を通じて、持続的な
成長を遂げる企業として存続し続けていきます。また、優れた製
品やサービスの提供はもとより従業員・行政・株主といったス
テークホルダーの皆様への利益還元を通じ、社会に貢献してい
きます。

コンプライアンスの徹底
当社は、責任あるリーディングカンパニーとして、すべての活
動の基本となる法令遵守の徹底を図ります。企業理念、価値観、
企業行動規範等に基づき自律的に取り組むことを通じて、コンプ
ライアンスの徹底を図ります。

マテリアリティの特定
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マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1  安全衛生  P.114
 休業災害度数率 0.10以下
 死亡災害件数 0件

  ルール遵守への教育深化と、安全文化の構築に向けた人づくりの推進

  リスクアセスメントに基づく設備対策の継続

  安全活動の基本サイクルを円滑に回す仕組みの強化

 休業災害度数率 0.08
 死亡災害件数 2件 （2025年）

2  環境 1   気候変動対策の 
推進

［カーボンニュートラルビジョン2050 
CO2排出量削減の推進］  P.43-50

  2030年ターゲット 

CO2排出量 30%削減（2013年比）

  2050年ビジョン 
カーボンニュートラル

  GX推進法に基づく支援事業に採択

  八幡地区の電炉転換（2029年下期生産開始）工事を起工 
基盤整備工事を完了（2026年5月）

  還元炉、試験電炉の建設完了、試験開始（72時間連続運転達成）

  Super COURSE50 試験炉において、高炉CO2排出量45%削減を達成

  君津第2高炉での実機実証に向け、付帯設備工事中

  首都圏CCS（2030年代初頭の実装目標）の試掘許可取得（2026年4月）

  NSCarbolex Neutral 
国内外の建築、製造業等の民需、公共土木工事等の官公需等 様々な分野で照会や採用が拡大

［エコプロセスの実践］  P.105

  エネルギー有効活用の高水準維持
  コークス炉ガス・高炉ガス等の副生ガス・排熱の有効活用

  副生ガス利用率 100%

  蒸気生産の排熱利用率 72%

  自家発電の所内発生エネルギー利用率 68%

  最先端省エネ技術の導入推進   高効率発電設備、酸素プラントの導入、加熱炉のリジェネバーナー化   気候変動対策コスト 95億円

［エコプロダクツ®の充実］  P.50、P.168

   高機能鋼材の供給を通じた 
最終製品使用時における排出量削減への貢献 

  NSCarbolex Solution該当製品・技術の供給拡大

  製品のCFP（Carbon Footprint of Product）算定

  SuMPO EPD（旧エコリーフ）認証取得

  ほぼ全製品をカバーする80件以上で取得
  76製品のCFPを算定し、HPにて公開
https://www.nipponsteel.com/product/cfp/
certificate.html

［エコソリューションによる貢献］  P.98

  世界最高水準の省エネ技術の移転・普及による世界
規模での削減への貢献

  当社グループの日鉄エンジニアリングによるCDQ納入実績の積み上げ
  累積152基 （2024年度実績）

（3,253万t-CO2の排出量削減に貢献）

安全・環境・防災1

マテリアリティ・KPIと2025年度の取り組み
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安全・環境・防災
マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

2  環境

2   循環型社会構築
への貢献

［社内ゼロエミッションの推進］  P.103

  最終処分量の削減

26.3万t（2025年度目標）

  副産物（スラグ・ダスト・スラッジ等）の社内外でのリサイクル推進   最終処分量 20.5万t

［社会で発生する廃棄物の再資源化促進］
 P.104

  廃プラスチックの資源循環システム構築による集荷
量の拡大

  ケミカルリサイクル法による再資源化処理の積極推進   容器包装プラスチック処理量 8万t

3   生物多様性保全 
・自然再興 

 P.107

［生物多様性保全・自然再興への貢献］
  自然共生サイトの認定取得の継続検討

  製鉄所での「郷土の森づくり」活動の推進

  「海の森づくり」活動の推進

  2025年10月 認定取得（九州製鉄所大分地区）

  緑地面積 887ha

 海の森づくり87（昨年＋17）カ所

4   環境リスク 
マネジメントの 
推進  

 P.91

［グループ全体の環境マネジメント力強化］

  重大な環境法令違反・環境事故 0件

  大気・水等の環境リスク課題への対応

  監査・ヒアリング等を通したマネジメントレベルの向上

  環境マネジメント力の強化・人材育成支援
  重大な環境法令違反・環境事故 0件

［大気環境の保全］
  大気汚染物質（SOx、NOx）排出量の 
低水準維持

  SOx、NOx除去装置の設置、低硫黄燃料への転換、低NOxリジェネバーナーの採用
  SOx 10百万Nm3

  NOx 21百万Nm3

  化学物質の自主管理目標を十分下回る排出量維持

  VOC（揮発性有機化合物）1,106t／年 
（対2000年度30%削減）

  ベンゼン172t／年 
（国の定めた目標を踏まえた自主管理目標）

  自主的削減計画に基づく取り組み継続
  VOC 490t／年

  ベンゼン 75t／年

［水環境の保全］
  用水の再生・循環利用率の高位安定

  全社で使用する淡水を浄化処理して循環利用   循環水使用率 約90%

3  防災  P.116

［災害リスクの徹底排除・効果的施策の 
早期横展開］
  重大防災事故件数 0件

  リスクアセスメント基軸による防災事故の再発防止活動、未然防止活動の推進

  リスク発現時の被害ミニマイズを目的とした初動訓練の推進

  防災活動のサーベイとして各種モニタリング（監査）を実施。第3者モニタリング、本社マネジメン
トヒアリングおよび製鉄所防災担当による自主モニタリングにより防災活動を評価

  重大防災事故 1件（2025年）

マテリアリティ・KPIと2025年度の取り組み
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マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1   安定生産による 
安定供給  P.118

  安定化に向けた取り組みの推進（ハード・ソフト）

  瀬戸内製鉄所広畑地区および九州製鉄所八幡地区における電磁鋼板能力・品質向上対策の推進による安定供給体制の拡充

  ベテランのオペレーション技能の標準化やエキスパート活用の推進

  IoT、AI活用による操業支援、設備点検・稼働監視の効率化および予兆監視の強化

生産4

マテリアリティ・KPIと2025年度の取り組み

品質2

マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1   品質管理・保証 
 P.117

  試験・検査の信頼性向上に向けたシステム化・ 
自動化の推進

  出荷判定項目への人の介入リスクに対し、システム内自動取り込みとシステム内合否判定等を推進

  金属組織自動判定や製品印字読み取りにおけるAI認識モデル開発と導入を推進中

研究開発・知的財産
マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1   研究開発、 
知的財産投資・活用 

 P.59

  継続的な事業成長に向けた戦略的な研究開発の推進   製品高機能化、プロセス効率化およびカーボンニュートラル革新プロセスの開発等の重点課題
に係る研究開発を積極的に推進  研究開発費 807億円（連結）

 知的財産の尊重、戦略的保護・活用強化   重点課題に係る特許出願の強化、権利侵害への対応および技術提携等で知的財産の戦略的活用
を推進

  特許保有件数 約3万2,000件 
（国内約1万6,000件、海外約1万6,000件）

2   顧客満足につながる 
ソリューション提案 

 データブックP.53

 ユーザー・行政・団体からの評価の向上
  2025年度（第60回）日本塑性加工学会賞「学会大賞」、令和7年度 文部科学大臣表彰 科学技術
賞（開発部門）、2025年Stainless Steel Industry Award サステナビリティ部門金賞、市場開発
部門銀賞他受賞

  ユーザー・行政・団体からの 

表彰受賞件数 7件

3
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マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1   地域環境の保全・創造 
活動の推進  P.108

 緑地整備による地域環境への貢献   緑地造成・維持費の拠出  緑地造成・維持費 14億円

2   教育支援、スポーツ・ 
文化支援を中心とした 
社会貢献活動  P.128

 工場見学受け入れの継続的な推進   株主・投資家や小中学生等の工場見学の積極的な受け入れ対応   受け入れ人数 約 9万人

  日本製鉄文化財団を通じた音楽メセナ活動の 
継続的な実施

  日本製鉄音楽賞の贈呈や日本製鉄紀尾井ホールの運営等を通じた 
音楽活動支援

地域・社会との共生6

マテリアリティ・KPIと2025年度の取り組み

人材5

マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1   人材確保  P.121   経営戦略の実現に向けた人材の確保

  新卒採用、ポスドク採用に加え、アルムナイ採用を含む積極的な 
経験者採用の実施

  当社認知度向上に向けた広報施策の展開

  定着率向上に向けた取り組み

  離職率 1.5%

2   人材育成  P.121     「現場力」と「技術先進性」の向上に資する人材育成施策の推進   社員が持つ力を最大限に引き出し、生産性・実力を更に向上させるべく 
各種施策を推進   教育訓練時間 97万時間／年（30時間／人・年）

3   DEI 
（ダイバーシティ、エクイティ、
インクルージョン） 

 P.123

  管理職の女性社員数を、2020年時点（社内在籍36名）に対し、 
2030年には最低でも4倍とし、7倍を目指す
  男性社員の育児休業と育児目的休暇を合わせた取得率を 

100%とする

  有給休暇取得率75%以上

  65歳までの能力最大発揮を目指した健康マネジメントの展開、
「心身の健康づくり」推進

  女性の積極的な採用、定着率向上施策、キャリア形成・両立支援、 
上司向け教育等の継続実施

  柔軟な働き方・休み方の実現に向けた制度拡充や環境整備等の 
取り組みの継続

  「こころとからだの健康づくり」の推進に向けた各種取り組みの継続

  管理職女性社員数 111名（2026年4月時点）

  男性育休取得率 88%

（男性の育児休業と育児目的休暇を合わせた取得
率：100%）

  有給休暇取得率 81.5%

4   人権の尊重  P.126

  人権に対する負の影響の特定と、防止又は軽減に向けた 
人権デューディリジェンス継続実施

  自らの事業活動において人権に対する負の影響を引き起こした、
又は負の影響を助長したことが明らかになった場合、 
是正や救済に向けて適切に対応

  鉱山セクターのサプライヤー25社に対し、人権デューディリジェンス（アンケート、対話）を実施

  取引先との間でワークショップを実施

  ｢コンプライアンス相談室」や「人権に関するお問い合わせフォーム」を通じた 
救済メカニズムの運用

  人権尊重に最大限配慮しつつ、高い倫理観をもって事業活動を展開
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マテリアリティ 目標・KPI 2025年度の主な取り組みと実績

1  利益確保と企業価値向上  ROS 10%（中長期経営計画 2025年度目標）

 ROE 10%（中長期経営計画 2025年度目標）

 ROS 5.1%

 ROE 0.3%

2  利益の還元

1  従業員への賃金支払い
 賞与支給額  給与改定額

  賞与基準額 194万円（2025年度）

  給与改定額 +10,000円（2025年度）

2  適切な納税
 納税額（連結）

  納税額（連結） 2,233億円

3  株主への配当
 配当額 * 連結配当性向は年間30%程度を目安（中長期経営計画）

  配当額 24円／株（2025年度）

企業価値の向上と利益還元7

すべての活動の基本となる法令遵守

コンプライアンスの徹底

マテリアリティ・KPIと2025年度の取り組み
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当社は、「環境経営」を企業の使命と考え、「環境基本方針」を制定しています。原材料・資機材の購入、生産、技術開発、
製品の輸送・使用・リサイクルに至るすべての段階にわたって、環境負荷低減に向けた経営を目指しています。

環境基本方針

当社は「環境経営」を基軸とし、事業活動により持続可能な社会の構築に貢献します。このため、気
候変動対策、循環型社会構築、生物多様性保全・自然再興に関する課題の統合的な解決や、良好な生
活環境の維持向上も含め、持続可能な地域づくりに積極的に貢献するよう事業活動を行います。

重点分野への取り組み

当社は持続可能な社会の実現のため、環境基本方針に基づき、「気候変動対策」「循環型社会構築」
「生物多様性保全・自然再興」の3つの重点課題と、これらを推進するための「環境リスクマネジメント」
「環境マネジメントシステム」の2つの基盤を合わせた5つの重点分野を特定し、各分野における施策を
着実に推進しています。

1  事業活動の全段階における環境負荷の低減（エコプロセス） 
当社は、生産工程や製品輸送等の事業活動の全段階において、環境法令の遵守はもとより、更なる環境保全、
資源・エネルギー効率の向上、社内外の廃棄物の削減とリサイクルの促進を目指し、需要家や他産業と連携・協
力し、自主的な取り組みを中心として、環境負荷の低減に向けた活動を推進していきます。

2  環境配慮型製品の提供（エコプロダクツ®）
当社は、国内外に提供する製品のライフサイクル全般において環境負荷を低減するために、技術先進性を駆使
して、環境保全・省資源・省エネルギーに資する製品の開発と提供に取り組みます。

3  地球全体を視野に入れた環境保全への解決提案（エコソリューション）
当社は、これまで培った環境保全・省資源・省エネルギーに資する技術や環境マネジメントシステム等を更に向
上させ、国内外に提案し、環境負荷の低減はもとより、自然や景観に配慮した災害防止のための社会資本整備、
更には技術移転を通じた海外の環境問題の解決に貢献していきます。

4  革新的な技術の開発
当社は、環境保全・省資源・省エネルギーに資する革新的な技術や製品を社会に提供するために、将来の資源・
環境問題を見据えた先進技術の開発に、中長期的視点で取り組みます。

5  豊かな自然環境づくり
当社は、国内において各箇所の立地する地域社会の一員として、陸域における緑化推進、海域における環境改
善等に取り組むことにより、生物多様性保全・自然再興に貢献します。加えて、海外での事業活動の実施に当
たっても、相手国の自然環境に配慮するよう努めます。

6  環境リレーション活動の推進
当社は、常に社会から信頼され続けるため、従業員への環境教育、適切かつタイムリーな環境情報の公開、ス
テークホルダーとの対話・交流等、環境経営に資するリレーション活動を積極的に推進します。

持続可能な開発目標（SDGs）

貢献 課題提起

気候変動対策

循環型
社会構築

生物多様性保全・
自然再興

環境リスク
マネジメント

環境マネジメント
システム

5つの重点分野

3つの重点課題

2つの基盤
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当社は、グループ全体の環境関連のリスク管理およびカーボンニュートラル施策の推進を含む気候変動問題、循環型社会構築、
生物多様性保全・自然再興等の環境に関する重要課題へ適切に対応するため、全体的なマネジメント・ガバナンス体制を構築しています。

環境マネジメント・ガバナンス体制の整備

当社は、気候変動を含む環境関連問題に対し、環境防災委員
会およびグリーン・トランスフォーメーション推進委員会の2つ
の委員会で対応しています。
各委員会における気候変動や環境についての検討内容は、全
社的なリスク管理項目の一つとして経営会議および取締役会で
報告·審議されます。取締役会は経営会議において報告・審議さ
れた経営上の重要なリスクについて監督を行っており、気候関連
を含む環境関連の課題は年4回以上取り上げられます。このよう
に気候変動を含む環境に関するマネジメントは、当社の全体的な
ガバナンスに統合されています。

環境防災委員会
大気・水・廃棄物等の環境リスクや循環型社会構築への対応
等を管理するため、環境防災を担当する代表取締役副社長が委
員長を務め、その他の執行役員等が委員となり、半年ごとに開催
しています。
また、委員会に加え、定期的に開催する全製鉄所の環境防災担
当部長、室長会議や分野ごとの専門家による会議を通じてリスク
の低減を図っています。

グリーン・トランスフォーメーション推進委員会
カーボンニュートラルビジョンの推進や、気候変動問題に関わ

る外部環境変化、サステナビリティ情報開示等に関する課題に対
応するため、政策課題と技術課題担当の両代表取締役副社長が
共同で委員長を務め、その他の代表取締役副社長、常務執行役
員、執行役員等が委員となり、適宜開催しています。

［マネジメント・ガバナンス体制］

取締役会

環境担当
部・室長会議

環境部門
（製鉄所）

関係会社
環境会議

国内
グループ会社

海外
グループ会社

環境政策企画部
（本社）

安全環境防災部
（本社）

社外各社・
団体

社外各社・
団体

グリーン・トランスフォーメーション
推進本部（本社）

情報共有
事例報告

情報共有
事例報告

連携

監査

連携連携連携

ヒアリング

環境防災委員会 グリーン・トランスフォーメーション
推進委員会

経営会議

ISO14001 
外部監査
機関

報告事項
  環境リスクマネジメント 
への取り組み状況
  循環型社会の構築に 
向けた取り組み課題

報告事項
  生物多様性保全・ 
自然再興への 
取り組み 等

報告事項
  カーボンニュートラルビジョン推進 
に関わる重要な諸案件 
（外部環境の変化や対策の進捗状況 等）
  気候変動問題
  サステナビリティ情報開示
  カーボンニュートラル関連投資

取締役会付議・報告事項
  カーボンニュートラルビジョン推進に関する検討状況
  気候変動、循環型社会、生物多様性保全等に関する報告
  サステナビリティに関する情報開示
  環境技術・管理状況および重点取り組みに関する報告
  カーボンニュートラル関連投資の上申 等

監査
ヒアリング
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環境マネジメントレベルの維持向上への取り組み

当社は、国内の全製鉄所において、ISO14001に則った、各地
区の責任者を長とする環境マネジメントシステムを構築しており、
ISO認証機関による定期審査も受けています。
製鉄所内で内部監査、製鉄所長によるマネジメントレビューを
毎年行うとともに、本社安全環境防災部が各製鉄所および各工
場を監査しており、その際、他製鉄所の環境担当者によるクロス
チェックも行っています。
海外を含むグループ会社（環境対象68社）についても、本社安

全環境防災部が直接ヒアリングを行い、マネジメントレベルの向
上に努めています。

グループ全体の環境リスクマネジメント

当社は、環境リスクへの対応に関して、グループ全体の取り組
みテーマを「グループ全体の環境マネジメント力強化に向けた基
本に立ち返った取り組みの推進」とし、「大気・水等の環境リスク
課題への対応」「監査・ヒアリング等を通したマネジメントレベル
の向上」「環境マネジメント力の強化・人材育成支援」等の各課題
に対して、経営会議・取締役会の承認を受けた全体の年度計画
に基づく実行管理を行っています。
グループ会社に対しても、一定の環境負荷のある国内52社

（2026年4月現在）を対象として、半年ごとに関係会社環境会議
を開催しています。
また、ポータルサイトを活用し、国内外のグループ会社に対し、
直近の環境法規制動向や環境に関する取り組み事例、トラブルの
横展開等の情報共有を行い、環境リスク低減を進めています。

環境保全にかかるコストの概要（環境会計）

当社では、企業活動の指針として活用するために環境会計を
導入し、環境保全にかかるコストを把握しています。
ただし、環境保全の効果額については、金額で算出すること
は多くの仮定を設ける必要があり困難なため、環境保全のパ
フォーマンスとして把握し、本報告書およびWebサイトで報告し
ています。

［環境保全コスト一覧表］
（億円）

項目
2025年度実績

設備投資額 経費合計

環境対策コスト

大気汚染防止
（粉塵対策含む） 等 178 293

水質汚濁防止 78 125

土壌、騒音・振動防止 等 13 13

地球温暖化対策
コスト 省エネルギー対策 25 70

資源循環コスト

資源循環、発生物リサイクル 50 432

産業廃棄物処理
（PCB、石炭灰等含む） — 174

事業系一般廃棄物処理、他 — 2

管理活動コスト

EMS構築、 
ISO14001認証取得 — 0.5

環境負荷の監視・測定 — 11

環境対策組織人件費、他 — 32

研究開発コスト

エコプロダクツ開発 — 74

製造段階の
環境負荷低減開発 等 — 121

社会活動コスト
事業所の美化、緑化 — 14

環境団体支援 等 — 1

その他環境コスト 環境関連課徴金 等 — 36

合計 343 1,396

内部監査（ヒアリング）

内部監査（現場パトロール）
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当社は、大気汚染防止法、水質汚濁防止法等の法令遵守はもとより、製鉄所ごとに異なる環境リスクへのきめ細かな対応を行うとともに、
各地域の環境保全活動の継続的な向上を目指して、環境リスクマネジメントを推進しています。

大気環境の保全

大気汚染防止
当社は、SOx（硫黄酸化物）、NOx（窒素酸化物）の排出低減の

ため、SOx・NOxを除去する設備の設置、NOx生成が少ないバー
ナーの採用、低硫黄燃料への転換等、効果的な対策を実施して
います。

詳細はこちら https://www.nipponsteel.com/csr/env/env_risk/air.html

原料・粉じんの飛散防止
工場や原料ヤード等から発生するばいじんや粉じんに対して

は、科学的シミュレーションを用いた大気環境のリスク分析を踏
まえ、集じん装置を設置して捕集したり、防風ネット・防風林や
散水設備を設置して飛散を抑制したりしています。同時に、監視
カメラや定期的なパトロールによって、環境対策状況に変化がな
いように監視しています。

2025年度のSOx（硫黄酸化物）の排出量

10（106Nm3/年）

2025年度のNOx（窒素酸化物）の排出量

21（106Nm3/年）

過去のSOx、NOx排出量実績はこちら
 データブックP.25

各製造拠点での原料・粉じんの飛散防止および大気汚染防止対策

原料・粉じんの飛散防止対策

大気汚染防止対策（分離・除去対策）

大気汚染防止対策（発生抑制対策）

構内の道路・空地への散水や構内道路の清掃を実施し、粉じんの二次飛散を抑制します。

燃焼過程で発生するばいじんをその性状（粒径分布・排ガス中濃度等）に応じて、2種類の集じん機（電気式／
バグフィルター式）を使い分けて捕集しています。

活性コークスを用いた乾式脱硫脱硝法により、排ガス中
のSOx（硫黄酸化物）・NOx（窒素酸化物）を除去します。

NOxの生成を抑制し、省エネも実現できるバーナー
を採用しています。

鉄鉱石や石炭の山に散水や薬剤散布をして、原料の
飛散を抑制します。

防風ネットの設置により風速を弱めて、原料の飛散
を抑制します。

湿式脱硫法により、排ガス中のSOx（硫黄酸化物）を
除去します。

散水車 道路清掃車 原料ヤード散水・薬剤散布

電気式集じん機 バグフィルター式集じん機 原料ヤード防風ネット

活性コークス式乾式脱硫脱硝設備 湿式脱硫設備 低NOxリジェネバーナー
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水環境の保全

製鉄所の取水・排水量抑制
当社は、事業活動における水使用量の削減に加え、水資源の有
効利用および排水量の抑制を目的として、水の浄化設備や冷却
設備等の関連設備を設置し、その機能の維持・改善に取り組んで
います。その結果、全製鉄所で使用する工業用水の約90%に循
環水を活用しています。
当社の国内事業拠点には、WRI Aqueductの水ストレス評価に

おいて高リスクとされる拠点がないことを確認していますが、一
部の製鉄所では、取水制限等に備えて独自の貯水池を配備して
おり、状況に応じて農業用水への応援給水を行う等、地域の水ス
トレス緩和にも貢献しています。

水質リスクへの対応
当社では、水質汚濁防止法の遵守、放流先海域等の水質環境
保全のため、排水の水質点検・管理を実施しています。また、操
業トラブル時にも異常な排水が製鉄所外へ流出しないよう、排水
自動監視装置、防液堤、遮断ゲート、緊急貯水槽等を設置してい
ます。更に、局所的な豪雨への対策として大型貯水槽や護岸、遮
水板・シート等、様々な漏洩防止対策も講じています。
加えて、これら設備の機能維持を目的とした点検・補修、異常
排水発生時の作業標準の整備、訓練による動作確認と手順習熟
等、ソフト対策にも積極的に取り組んでいます。

2025年度の工業用水使用量（発電所を含まない）

循環水 48（億トン/年）／取水量（海水を除く） 6（億トン/年）

過去の水使用実績・取水源別の取水量はこちら
 データブックP.24

各製造拠点での水質浄化・異常排水防止対策

水質浄化対策

異常排水防止対策

排水凝集沈殿処理設備

ろ過設備（二次処理）

雨水排水処理設備

細かな不溶解成分を薬剤で大きな塊にして沈める
ことにより除去します。

処理した後の排水中に残る不溶解成分を砂の層で
ろ過し除去します。

貯留した雨水の不溶解成分を凝集沈殿し除去し
ます。

加圧浮上設備

排水自動監視装置

護岸点検

油分を気泡の力で浮かせて除去します。

排水の水質を自動で監視します。

護岸に異常がないか、定期的に海上から点検を行
います。

活性汚泥処理設備

排水遮断ゲート

護岸損傷部の補修

有機物をバクテリアで分解して除去します。

万一のトラブル時に排水を遮断します。

点検で確認した損傷部位は速やかに補修を行い、
護岸を健全に維持・管理しています。

詳細はこちら https://www.nipponsteel.com/csr/env/env_risk/water/recycle.pdf
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化学物質の排出管理

当社は、化管法*1・化審法*2等の化学物質の管理に関わる法
律や管理手順に則り、化学物質の生産・取り扱い・環境への排
出・廃棄等を適正に管理し、改善に努めています。
化管法では、対象となる化学物質の取り扱い量、環境への排出
量、廃棄量、製品としての使用量等の物質収支を確認することで
管理を徹底しています。化審法では、対象となる化学物質の製
造・販売量を把握し届出しています。
更に、PCB（ポリ塩化ビフェニル）や水銀といった有害物質を含
有する製鉄所資機材の代替化促進にも率先して取り組み、安全
な取り扱い基準に従って、地区ごとに定められた処理期限や使用
期限を鑑みて計画的に取り替え・処分を実施しています。

化管法に基づく排出管理
法施行以前の1999年より日本鉄鋼連盟が策定した自主管理マ

ニュアルに則り調査を開始しており、現在も化管法に準拠して改
正された515物質について調査し、排出の抑制と管理の改善に
努め、2023年4月1日施行の改正化管法に準じて適切に届出を
行っています。

また、光化学オキシダントや浮遊粒子状物質の原因とされる
VOC*3 （揮発性有機化合物）についても、同様に管理し削減にも
取り組み、対2000年度比30%削減の目標を2009年度に達成し、
その後も低位の排出レベルを維持しています。

*1  化管法：「特定化学物質の環境への排出量の把握等および管理の改善の促進に関する法
律」の略称。

*2 化審法：「化学物質の審査および製造等の規制に関する法律」の略称。
*3  VOC： 「Volatile Organic Compounds」の略称。2004年の大気汚染防止法の改正で浮
遊粒子状物質や光化学オキシダントの原因となる物質として自主管理規制対象となった。

自主的な排出管理
ダイオキシン類
当社は、ダイオキシン類の大気への排出源として、焼結設備お

よび焼却設備等を保有しています。すべての設備が排出濃度基
準を満たすとともに、日本鉄鋼連盟のガイドラインに基づく自主
的な削減取り組みで、1997年度を基準とした目標を大幅に下回
る排出レベルを維持しています。
ベンゼン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン
取り扱いのある環境基準が定められた有害大気汚染物質につ

いて自主的に削減目標を定め、計画的に対応した結果、3物質と
も既に目標を達成し、現在も削減レベルを維持しています。

2025年度のVOC（揮発性有機化合物）排出量

1,106（ｔ/年）以下目標490（ｔ/年）

過去のVOC排出量実績はこちら
 データブックP.25

2025年度のベンゼン排出量

172（ｔ/年）以下目標75（ｔ/年）

過去のベンゼン排出量実績はこちら
 データブックP.25

産業廃棄物の適正処理

当社では、事業活動に伴って発生する産業廃棄物について、発
生実態に応じた分別管理、収集運搬業者・処分業者の適切な選
定と管理、マニフェスト（産業廃棄物管理票）の適切な運用等によ
り、適正処理に努めています。PCBや水銀等有害性の高い物質を
含む廃棄物についても、関連法令に基づき、保管・委託・処理の
各段階で適切に管理しています。
更に、すべての事業所で電子マニフェストシステムを導入し、
廃棄物処理における遵法性の向上を図っています。
また、委託契約しているすべての収集運搬業者および処分業
者について、社内で定めたルールに基づき評価を行い、頻度を定
めて実地確認を実施する等、適正な処理が行われるよう継続的
な管理を行っています。

土壌リスクマネジメント

当社は、「土壌汚染対策法」「土壌汚染対策法に基づく調査およ
び措置に関するガイドライン」並びに地方自治体が定める条例等
に準拠し、適切な土壌管理を行っています。土壌汚染対策法で届
出が必要な掘削等の土地形質変更工事に際しては、地方自治体
への届出を行い、必要に応じて汚染調査等の対応を実施してい
ます。

2018年度以降、改正土壌汚染対策法が順次施行され、汚染調
査の契機が拡大されていますが、引き続き、関連法令に準拠した
対応を進めていきます。

化管法に準じた届出内容（2025年度）

届出対象物質 68物質
排出量 338（t/年）（大気）、43（t/年）（公共用水域）

廃棄量（製鉄所の外への移動量） 計14,034（t※/年）
※ マンガンやクロムといった金属およびレンガや砥石に使用する炭化ケイ素が 
大半。

これら排出量の実績（製鉄所ごと）はこちら
 データブックP.25
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当社グループは、気候変動が人類の存続に影響を与える重要な課題であるとともに、事業環境および業績に重大な影響を与える可能性があるものと認識しており、
持続的に事業を行うため、サプライチェーン全体でのCO2排出量削減の取り組みによる気候変動への影響軽減に努めています。

気候変動に関わるガバナンス

当社は、気候変動問題を最も重要な経営課題の一つに位置付
けています。事業環境や経営にも重要な影響が出る可能性があ
ることから、取締役が参画する全社委員会「グリーン・トランス
フォーメーション推進委員会」において、気候関連課題に関する
戦略、リスク管理方針、年間予算、事業計画、業績目標の設定と、
これらの進捗等について審議および監督を行っています。
委員会で審議、決定、報告された事項のうち、重要事項は「取
締役会」で決議、報告されています。

TCFDの提言に沿った情報開示

当社は、パリ協定の長期目標達成に取り組む国際社会の現状
を踏まえ、気候変動問題を世界が直面する重要な課題の一つと
して捉え、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）がまと
めた情報開示提言に賛同し、その提言に基づき、気候変動が事業
活動に与える影響について情報開示を進めています。

TCFD開示推奨項目 開示箇所

ガバナンス
気候関連のリスクと機会に関する組織のガ
バナンスを開示する   P.94

戦略

気候関連のリスクと機会がもたらす組織の
ビジネス・戦略・財務計画への実際および
潜在的な影響を、そのような情報が重要な
場合は、開示する

  P.100～101

リスクマネジメント
気候関連リスクについて、組織がどのよう
に識別・評価・マネジメントしているか開示
する

  P.94

指標と目標
気候関連のリスクおよび機会を評価・管理
する際に使用する指標と目標を、その情報
が重要な場合は、開示する

  P.95～96

気候関連リスクのマネジメント

当社は、外部における気候関連リスクや機会を認識した上で、
移行要因と物理要因ごとに、上流である調達への影響、直接操
業、下流である製品・サービス提供のそれぞれにおいて、事業に
重大な影響を与え得るリスク・機会を特定しています。
具体的には、市場、政策および法規制、技術、評判の観点で、

それぞれ上流の調達、直接操業、下流の製品・サービス提供へ
の影響について考え得る移行リスク・物理的リスク・機会を洗い
出し、そのリスク・機会の「発現する可能性」×「影響の大きさ」で
重要なリスクを特定しています。
特定したリスクと機会は左記に示した取締役会レベルの委員
会へ報告され、重要なリスクについては取締役会で報告され、当
社の全体的なリスクマネジメントに統合されています。

［重要な気候関連のリスクと機会の特定・分析］

［取締役会で決議、報告された気候関連課題に関する事例］

  日本製鉄カーボンニュートラルビジョン2050の策定
  TCFD最終報告書の趣旨に対する賛同表明、 
TCFD提言に沿った情報開示

  グリーン・トランスフォーメーション研究開発および 
実機化課題
  グリーン・トランスフォーメーションに関する調達課題
  GXスチールに関する課題
  グリーンイノベーション基金への対応
  GXリーグ基本構想への賛同、GXリーグへの参加
 GX推進法に基づく政府支援事業への申請
 高炉から電炉へのプロセス転換の設備投資 等

大

小

小 大
影響の大きさ

影
響
を
受
け
る
可
能
性

特定した
リスク・機会の影響が
顕在化する時期を考慮

当社への影響および 
当社の戦略・対応を確認
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〈集計範囲〉  当社*1・2、関連電炉（大阪製鐵、山陽特殊製鋼、王子製鉄、東海
特殊鋼、日鉄スチール、東京鋼鐵、U. S. Steel連結（U. S. Steel 
Košice含み）、Ovako、Sanyo Special Steel Manufacturing 
India、Standard Steel）。 
2025年度より、旧日鉄ステンレス（2025年4月1日に当社が吸収
合併）は、当社に含む。 
2024年度までの実績には、サンソセンター３社を含む。 
集計期間は各社の会計期間に従う。なお、Ovakoの決算期変更
に伴い、同社の2021年度実績は「2021年1月1日～2022年3月
31日（15カ月）」を対象としている。 
U. S. Steel連結の2025年度実績は「2025年7月1日～2026年3月
31日（9カ月）」を対象としている。

〈算定方法〉  当社および国内子会社は、2024年度までの実績は日本鉄鋼連盟
「カーボンニュートラル行動計画」、2025年度実績はエネルギー
消費量の算定方法を「エネルギーの使用の合理化及び非化石エ
ネルギーへの転換等に関する法律」、エネルギー起源CO2排出量
を「地球温暖化対策推進法」の方法論に基づき算定。 
なお、カーボンニュートラル行動計画に基づいて算定した2025
年度実績は、当社847PJ、74百万t‒CO2、グループ会社36PJ、1
百万t‒CO2。 
海外子会社は、所在する現地の法令やガイドラインに基づき算定。

〈換算係数〉  当社および国内子会社は、2024年度までは、経済産業省・資源
エネルギー庁「エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数一覧
表」（2025年3月14日改訂）、2025年度は、環境省「算定・報告・
公表制度における算定方法・排出係数一覧」を適用。 
国内の電力排出係数は、2024年度までは「電気事業低炭素社会
協議会の会員事業者に係る排出係数」、2025年度は、環境省「電
気事業者別排出係数一覧」を適用。 
海外子会社は、所在する現地の法令やガイドラインが定める係
数を適用。

*1  製鉄所が営むIPP事業に係るエネルギー消費量およびCO2排出量は除く。
*2  2024年度までの実績には、当社が購入するコークスの製造に要するエネル
ギー消費量およびCO2排出量を含む。

［エネルギー起源CO2排出量］
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 マーク：第三者保証項目

 エネルギー起源CO2排出量（U. S. Steel連結）
 エネルギー起源CO2排出量（グループ会社（U. S. Steel連結除く））
 エネルギー起源CO2排出量（当社）

［エネルギー消費量］

202520242023202220212013

1,246

936936936936
43 43

884 893

1,073

36

231

805

924
40

884

46

977

64

1,182

927

1,023

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

842

（年度）

（PJ）

 マーク：第三者保証項目

 エネルギー消費量（U. S. Steel連結）
 エネルギー消費量（グループ会社（U. S. Steel連結除く））
 エネルギー消費量（当社）

当社グループのエネルギー消費および 
エネルギー起源CO2排出量推移

当社では、副生ガス・排熱回収による発電等の製鉄プロセスで
発生するエネルギーの有効利用や、各工程における操業改善、
コークス炉等の老朽設備更新、高効率発電設備・酸素プラントの
導入、加熱炉リジェネバーナー化等により、省エネルギーに取り
組んでいます。

2025年度は、一過性の生産トラブルとそれに伴う減産により
エネルギー効率が悪化するなか、これらの省エネルギー施策に
も取り組んだ結果、エネルギー消費量、エネルギー起源CO2排出
量は減少しました。
なお、当社のエネルギー起源CO2排出量はGHG排出量の96%

となります。

当社GHG排出量の内訳
 データブックP.22

当社グループのCO2排出量削減目標

当社は、当社単独として、「日本製鉄カーボンニュートラルビ
ジョン2050」を掲げ、2030年にCO2総排出量を対2013年比
30%削減、2050年カーボンニュートラルを目指すというCO2排
出量削減目標を策定しています。
また、当社グループとしても、CO2排出量の大きい国内外の主
要鉄源拠点で中長期のCO2排出量削減目標を策定し、気候変動
対策に取り組んでいます。
当社は、今後も国内外での事業展開を進めていくなかで、気候
変動対策に関して、国際的な動向、各国の法令・制度や開示基準
の動向等を踏まえつつ、逐次、機動的に検討していきます。

 P.56 「当社グループのCO2排出量削減目標」
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バリューチェーンにおけるCO2排出量

当社の製造段階で発生するエネルギー起源CO2排出量（Scope1、Scope2）および「環境省グリーン・バリューチェーンプラットフォーム」等を活用して算定した 

サプライチェーンにおけるCO2排出量（Scope3）は下記の通りです。

（年度）
CO2排出量（千 t-CO2） 算定方法

2013 2021 2022 2023 2024 2025

Scope1  自社の燃料の使用に伴う排出（直接排出） 
〈うちU. S. Steel連結除き〉

89,578 71,311*3 63,403*3 64,020*3 63,672*1 80,247*1

〈61,869〉
2024年度までの実績は日本鉄鋼連盟「カーボンニュートラ
ル行動計画」、2025年度実績は「地球温暖化対策推進法」の
方法論に基づき算定。
ただし集計範囲は右記参照。
なお、カーボンニュートラル行動計画に基づいて算定した
2025年度実績（U. S. Steel連結除き）は、Scope1 65,441千
t-CO2、Scope2 9,398千t-CO2。

Scope2  他社で生産されたエネルギーの使用に 

伴う排出（間接排出） 
〈うち U. S. Steel連結除き〉

13,825 12,458*3 11,912*3 12,425*3 11,423*1 12,253*1

〈9,925〉

Scope1+2

（粗鋼生産 1t当たりの原単位：t-CO2／ t）
〈うち U. S. Steel連結除き〉

103,403

1.89

83,768*3

1.88

75,315*3

1.92

76,445*3

1.95

75,095*1

1.94

92,449*1

1.90

〈71,795〉
〈1.93〉

連結粗鋼生産 *4（万 t）
〈うち U. S. Steel連結除き〉

5,474 4,445 3,913 3,913 3,864
4,860

〈3,723〉

（年度）
CO2排出量（千 t-CO2）

算定方法
2023 2024 2025

1  購入した製品・サービス 11,995 11,413 11,595
購入鉄鉱石、原料炭、コークスおよび酸素を対象に 
右記方法*5により算出。

2  資本材 1,571 2,005  3,240 設備投資額に排出原単位を乗じて算出。

3  Scope1、2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 257 285  311 購入電力量、燃料の使用量に排出原単位を乗じて算出。

4  輸送・配送・上流 611 585 621 省エネ法報告の輸送距離に排出原単位を乗じて算出。

5  事業から出る廃棄物 5 4 5 廃棄物量に排出原単位を乗じて算出。

6  出張 4 4 4 社員数に排出原単位を乗じて算出。

7  雇用者の通勤 13 13 14 社員数に排出原単位を乗じて算出。

15  投資 1,124 1,334  1,492
GHG排出量が1万tを上回る関連会社の排出量に 
資本比率を乗じて算出。

マーク：第三者保証項目

マーク：第三者保証項目

Scope1・2

Scope3

Scope3

〈集計範囲〉当社
*5 鉄鉱石および原料炭：購入量×排出原単位。
コークス ： 供給元における原料炭購入量×排出原単位+コークス製造に

要したエネルギー使用量×エネルギー源別の排出原単位。
酸素 ： 酸素製造に要したエネルギー使用量×エネルギー源別の排出原

単位。
〈排出原単位の出典〉
「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原
単位 データベースVer3.6」（2026年4月、環境省）2024年度までは「経済産業
省・資源エネルギー庁「エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数一覧表」
（2025年3月14日改訂）、2025年度は環境省「算定・報告・公表制度における
算定方法・排出係数一覧」を適用。

自社のサプライチェーンに相当するその他の間接排出

〈温室効果ガス排出量に関する注記〉
温室効果ガスの定量化は、活動量データの測定、および排出係数の決定に関
する不確実性並びに地球温暖化係数の決定に関する科学的不確実性にさらさ
れています。

Scope1・2

〈集計範囲〉
*1当社*2・3、関連電炉（大阪製鐵、山陽特殊製鋼、王子製鉄、東海特殊鋼、日鉄
スチール、東京鋼鐵、U. S. Steel連結（U. S. Steel Košice含み）、Ovako、Sanyo 
Special Steel Manufacturing India、Standard Steel）。
集計期間は各社の会計期間に従う。なお、Ovakoの決算期変更に伴い、同社の
2021年度実績は「2021年1月1日～2022年3月31日（15カ月）」を対象として
いる。
U. S. Steel連結の2025年度実績は「2025年7月1日～2026年3月31日（9カ
月）」を対象としている。
*2 製鉄所が営むIPP事業に係るCO2排出量は除く。
*3  2025年度より、旧日鉄ステンレス（2025年4月1日に当社が吸収合併）は、当
社に含む。

*4 G/GJsteelを含まない。
〈換算係数〉
当社および国内子会社は2024年度までは「経済産業省・資源エネルギー庁『エ
ネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数一覧表』（2025年3月14日改訂）、
2025年度は、環境省『算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一
覧』を適用。
国内の電力排出係数は、2024年度までは「電気事業低炭素社会協議会の会員
事業者に係る排出係数」、2025年度は、環境省「電気事業者別排出係数一覧」
を適用。

U. S. Steel連結は別途独自に第三者認証（2025年1月～12月）を取得。
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［2025年度の物流部門トンキロ当たりの実績］
（参考）

輸送量：万 t／年 百万トンキロ／年 g-CO2 ／トンキロ

船舶 1,827 （58%） 12,343 （91%） 39

鉄道 5 （0%） 33 （0%） 25

トラック・
トレーラー 1,336 （42%） 1,141 （9%） 211

合計 3,168（100%） 13,517（100%）

Scope3排出量削減への取り組み

原料サプライヤーとの対話
当社は、主要な原料サプライヤーと覚書を締結し、カーボン

ニュートラル製鉄プロセスの実現に向けた原料に関するソリュー
ションを共同で検討・議論しています。また、当社Scope3 

Category1（購入した製品・サービス）の排出量削減を着実に進
めるため、鉄鉱石や原料炭の主要サプライヤーの排出量削減取
り組みについて対話を進めています。
上記対話のなかで、購入原料（鉄鉱石・原料炭）のそれぞれ7

割超（当社購入量ベース）をカバーする主要サプライヤーを対象
として、サプライヤーのScope1,2排出量の実績値および削減計
画をヒアリングし、多くのサプライヤーが2050年までにScope1

＋2排出量のネットゼロに向けた取り組みを進めていることを確
認しています。
また、ヒアリングした各社のGHG排出量実績データをもとに、
当社向け鉄鉱石・原料炭の製造段階におけるCO2排出量の一次
データによる算定も開始しています。
当社は今後も各サプライヤーと気候変動への取り組み等につ

いて対話を進めていきます。

［鉄鉱石・原料炭の製造段階におけるCO2排出量の試算結果］ 
（2025年度）

CO2排出量（千 t-CO2）

鉄鉱石 767*

原料炭 2,279*

鉄鉱石＋原料炭 3,046*

* 算定方法 
・主要サプライヤーに排出実績をヒアリングし、当社購入相当分の排出量を算出 
・当社購入分の排出量を積算し、鉄鉱石、原料炭ごとの平均排出係数を算出 
・上記係数と当社総購入量から当社総購入分の総排出量を試算

物流効率化によるCO2排出量削減
当社の2025年度のモーダルシフト化率は98%の高水準を維
持しています。船舶の大型化をはじめとした物流効率化やリチウ
ムイオン電池搭載型ハイブリッド貨物船の導入等によるCO2排出
量削減にも取り組んでおり、国土交通省の内航船省エネルギー
格付制度において最高ランクの格付けを取得している当社貨物
船は2025年6月時点で36隻となっています。
当社は、今後も各関係省庁および関係諸団体と連携し、海上輸
送における温室効果ガス削減に向けて新たな代替燃料を活用し
た船舶の導入等の積極的な取り組みを進めていきます。

気候変動への適応に関する取り組み

当社では、気候変動の緩和策のみならず、起こり得る気候変動
の影響を踏まえ、リスクに適切に備えるとともに、ビジネス機会の
捕捉に向けた活動を行っています。

リスクへの備え
当社製鉄所では、異常気象等によって操業・出荷停止するリス

クに対し、クレーン等の転倒防止、堤防設置、岸壁補強・地盤強
化等の風水害対策を進めています。
また、局地集中豪雨時にも製鉄所から鉄鉱石の微粉等を巻き
込んで着色した水が直接海域に流出しないよう、大型貯水槽の
設置や排水処理能力増強等の水質汚濁防止対策のための設備増
強対策を行っています。
更に、津波の破壊力を回避できるピロティ構造の事務所や避
難施設の設置等、洪水や高潮等に備える体制も整備しています。

ビジネス機会の捕捉
当社の製品は堤防等の公共インフラ等の素材として長期使用

され、集中豪雨や台風等に伴う洪水や高潮から街を守る等、国土
強靱化ソリューションの提供に貢献しており、気候変動への適応
は当社グループのビジネスチャンスにもつながっています。
例えば、ハット型鋼矢板（河川堤防の液状化対策・基盤漏水対
策や、海岸堤防の津波対策等で幅広く国土強靱化に貢献）、直線
形鋼矢板（継手部の引っ張り強度が高く、円形構造物であるセル
形岸壁、砂防ダム、締切工事等に適し、豪雨や台風に対抗するた
めの砂防・地滑り対策に貢献）、またこれら鋼矢板を活用した沈
下対策鋼矢板工法等、幅広い土木分野の製品と製品活用技術を
開発し、提供しています。

リチウムイオン電池搭載型
ハイブリッド貨物船「うたしま」
（シップ・オブ・ザ・イヤー2019
小型貨物船舶部門賞受賞）
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脱炭素技術の海外展開による地球規模の 
CO2排出量削減への貢献

当社は、日本の省エネルギー技術を海外へ展開することによる
世界的なCO2排出量削減への貢献を目的として、様々な形で世
界的な省エネルギー・環境対策の取り組みに参画しています。
また、日本鉄鋼連盟の中核メンバーとして、日本の環境保全・
省エネルギー技術を世界へ展開する世界鉄鋼協会環境委員会等
の多国間活動や、官民連携会合、技術カスタマイズドリスト、製鉄
所省エネ診断を3本柱としたインドや東南アジア等2国間での省
エネ・環境国際協力を推進しています。
これらの取り組みは、地球規模のCO2排出量削減の貢献だけ
でなく、当社グループのビジネスチャンスにもなっています。

  官民連携会合
官民連携会合では、途上国へ早期に省エネ技術の移転を実現

するため、技術カスタマイズドリストや製鉄所診断の結果等を共
有し、詳細技術情報やファイナンススキームの紹介等も行います。
2025年度までにインドで14回、ASEAN6カ国で18回の会合を
行っており、2025年度はインドとの「2025年度日印鉄鋼官民協力
会合」と、ASEANとのAJSIセミナー「AJSIウェビナー2026（ERIA

（東アジア・アセアン経済研究センター）との共催）」を開催し、
カーボンニュートラルに向けた政策や民間の取り組みを共有しま
した。

  技術カスタマイズドリスト
各国・地域にふさわしい技術を特定し、詳細技
術情報に加え、サプライヤー情報等をまとめた技
術カスタマイズドリストをリファレンスとして製鉄
所診断を行っています。これまでASEANの高炉
向けは第4.2版、電炉向けは第4.2版が公表され、
インドの高炉向けは第5.2版、電炉向けは第5.2

版が公表されています。

  製鉄所省エネ診断
日本鉄鋼業の専門家が製鉄所を訪問し、省エネ技術導入提案
や設備の稼働状況に対応した操業改善アドバイス等を行うととも
に、国際規格ISO14404を用いて製鉄所省エネ診断を実施してい
ます。2025年度までにインドで14カ所、ASEAN6カ国で19カ所
の製鉄所診断を実施しました。

技術カスタマイズド 
リスト

オランダ
GTCC 4

ドイツ
CDQ 1

ポーランド
TRT 2

ウクライナ
GTCC 4

インド
CDQ 15
TRT 4

中国
CDQ 111
TRT 19
GTCC 47

韓国
CDQ 13
TRT 24
GTCC 6

台湾
CDQ 5
TRT 6

ベトナム
CDQ 2

インドネシア
TRT 1

オーストラリア
TRT 2

アメリカ
TRT 2

ブラジル
CDQ 5
TRT 6

［世界に広がる日本鉄鋼業の省エネルギー技術（各国の数字は設備基数）］

（万t-CO2）

設備基数 CO2排出量削減効果

CDQ*1 152 3,253

GTCC*2 61 2,759

TRT*3 66 1,195 

転炉OGガス回収 22 821 

焼結排熱回収 7 98 

転炉OG顕熱回収 8 90 

合計 316 8,216

（2024年度）

*1 CDQはすべて当社グループ 
（日鉄エンジニアリング等）の実績。

*2 GTCC:高効率ガスタービン複合発電。
*3 TRT:高炉炉頂圧発電。

INDIA
Technologies Customized List

Technologies One by One Sheets

2025 version Part 1  BF-BOF (v.5.2) 

Recommended technologies for 
energy-saving, environmental 

protection and recycling in 
Indian iron and steel industry

& 

Supported by
The Japan Iron and Steel Federation

地球規模のCO2排出量削減への貢献
これまでの日本鉄鋼業の省エネルギー技術の海外での普及に
よる地球規模のCO2排出量削減効果は、累計8,216万t-CO2／年
に達しています。

CLIMATE ACTIONメンバーとしての活動
当社は、世界共通の手法で製
鉄所のCO2排出量を計算・報告
する世界鉄鋼協会のCLIMATE 

ACTIONのメンバー（データ提
供者）として、19年にわたる貢献
が認められています。

CLIMATE ACTIONデータ
提供者証

2025

This certificate s presented to

Nippon Steel Corporation
n recogni ion of your participation in the wor ds eel Cl mate Act on programme 2025.
Val d from Sep. 2025 to Sep. 2026.

15-year
recognition
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ブルーカーボン
当社は、製鉄プロセスの副産物である鉄鋼スラグ利用の有
用性と安全性について科学的な解明を進めてきました。その
技術を発展させて、気候変動対策として脚光を浴びつつある
ブルーカーボン（海洋生態系によるCO2の吸収・固定）の基礎
研究を本格的に開始しています。

2022年度には、これまで20年近
く取り組んできた藻場造成事業の
CO2固定効果を算定し、増毛漁業協
同組合（北海道増毛町）と共同で、
2018～2022年の5年間に吸収・固
定化されたCO2量（ブルーカーボ
ン）として、49.5t-CO2のＪブルーク
レジット®の発行を受けました。
更に、2023年度は、北海道増毛

町、泊村、千葉県君津市の3地域で、
それぞれの共同申請者とともに申請を行い、2023年に吸収・
固定化されたCO2量として、合計33.3 t-CO2のクレジットの
発行を受けました。
また、2025年度には全国45カ所の海域で藻場造成の実証
試験を実施しており、試験前後の海水中の鉄分濃度の変化や、
海藻の成長の継続的な調査を行っています。これらの基礎
データ取得に加え、技術開発本部REセンター（千葉県富津
市）の海域環境シミュレーター（シーラボ）によるオフライン
実験や実海域条件を再現したモデル解析等、科学的なアプ
ローチによる理論的裏付けと合わせ、藻場造成技術の高度化
を図っています。

Jブルークレジット発行証書

ブルーカーボン https://www.nipponsteel.com/csr/env/circulation/sea.html

当社は、今後も当社技術を活かした上記取り組みを継続し、
全国で藻場造成活動を拡大していくことで、ブルーカーボン
によるCO2削減に貢献していきます。

他の資源循環分野での貢献についてはこちら
廃プラスチックの再資源化  P.104

スクラップの最大活用  P.106

高炉セメント  P.103

大型実験水槽（シーラボ）

TOPICS 気候変動、資源循環、生物多様性の課題の統合的解決
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当社では、移行要因と物理要因ごとに、上流である調達、直接
操業、下流である製品・サービス提供のそれぞれにおいて重大
な影響を与え得るリスク・機会を特定し、各シナリオに対する戦
略を検討しました。
シナリオ分析を実施するにあたっては、国際エネルギー機関

（IEA）による気候変動シナリオをベースに、移行面では1.5℃シナ
リオ（NZE2050）や2℃未満シナリオ（B2DS）、物理影響面では4℃
シナリオ（NPS）等を参照し、2050年までの中長期の時間軸で評
価を行いました。

シナリオ 対象要因
（リスク・機会）

事象
（ステークホルダーによる期待と懸念）

当社への影響
（ は機会、はリスク）

当社の戦略
（含む今後の対応）

1.5℃/2℃
シナリオ

移行要因1
自動車EV化の進展

世界の年間EV販売台数：2030年 
4,000万台、シェア42%（2021年
時点 660万台、シェア9%）*

鉄鋼需要増の機会
  自動車の電動化が進展し、内燃機関搭載車向けの鉄鋼需要の 
割合は減少するも、世界の自動車累計台数は増加し、自動車向け
鉄鋼需要は増加。
  EV車向け電磁鋼板等、当社が得意とする高機能鋼材の需要増。

  電磁鋼板のグローバル供給体制強化により、伸びゆく需要を捕捉。
 P.102 「TOPICS」

移行要因2
燃費規制強化等による軽量
素材への切り替え進展
（マルチマテリアル化）

燃費規制強化の観点から軽量 
素材への切り替え進展

高強度鋼材の需要増の機会、他素材需要の捕捉
  軽量他素材への切り替え進展の可能性は一部残る。ただし素材
の製造段階・リサイクルも含めたLCAの観点での環境評価では 
鉄が優位であり、自動車でもLCAの観点での評価を重要視する 
動きが見られることから、大幅な進展はない見込み。
  ハイテン、炭素繊維強化プラスチック（CFRP）、チタン等の需要増。

  LCAの考え方の更なる浸透のため、お客様への理解活動、制度への働き
かけ等を実施。
  ハイテンの更なる高強度化に加え、自動車向け総合ソリューション
（NSafe®-AutoConcept）による軽量鋼構造技術の提供。

 P.102 「TOPICS」

  グループ会社（日鉄ケミカル&マテリアル）と連携したCFRP等の需要捕捉。

移行要因3
低炭素鋼材
（製造時のCO2排出量の 
低い鋼材）へのシフト

需要家のニーズにより、低炭素 
鋼材への切り替え促進

低炭素鋼材の需要増への対応
  電炉プロセス転換によるGXスチールの売り上げ増加。
  GXスチール市場形成の状況。
  電炉材供給能力増に伴う、スクラップの獲得競争激化。

  低CO2鋼材「NSCarbolex® Neutral」の提供
  政府による初期需要創出策を含む、GXスチール市場形成に向けた働き
かけの継続・強化（社会全体でのコスト負担）
  冷鉄源総合戦略による、高品位スクラップ、冷鉄源の確保

製鉄プロセスに対する
脱炭素化ニーズの高まり

脱炭素化に向けた製鉄プロセスの抜本的な見直しが必要
  世界に先んじて技術開発、投資を進めることによる競争力向上。
  革新的技術導入のための投資負担、操業コストの増加。

  カーボンニュートラルビジョンの推進（大型電炉による高級鋼製造、水素
還元製鉄等の革新技術開発の推進）
  グリーンイノベーション基金、GX経済移行債を活用した投資促進策、戦
略物資生産基盤税制等の政府支援を活用し、革新技術の開発・実装を
推進。

*EV車に関するデータは、IEA Global Electric Vehicle Outlook 2025を参照。EV車はバッテリー式EV（BEV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）を含む。

TCFDシナリオ分析

［参照シナリオ］

1.5／2.0℃ シナリオ

IEA “Global Electric Vehicle Outlook 2025”
IEA WEO2022 NZE2050
IPCC1.5℃特別報告書
IEA WEO2018 SDS
IEA ETP 2017 B2DS

4.0℃ シナリオ
IEA WEO2018 NPS
IPCC AR5 RCP

気候関連のリスクと機会への当社戦略
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シナリオ 対象要因
（リスク・機会）

事象
（ステークホルダーによる期待と懸念）

当社への影響
（ は機会、はリスク）

当社の戦略
（含む今後の対応）

1.5℃/2℃
シナリオ

移行要因4
省エネ製品・技術ニーズの 
高まり

環境対応技術ソリューションでの 
需要拡大

環境対応技術需要増の機会
  お客様の工程における省エネルギーを実現する製品の需要拡大。
  最終製品の使用段階での省エネに貢献する製品の需要拡大。
  鉄鋼プロセスにおける省エネルギーを実現する当社グループの技
術ソリューション提供による収益拡大。

  お客様の工程における省エネルギーを実現する製品、最終製品の使用段
階での省エネに貢献する製品、社会のエネルギー転換に貢献する製品で
ある、「NSCarbolex Solution」の供給拡大。  P.168

  官民連携、カスタマイズドリスト、製鉄所診断による途上国への鉄鋼プロセ
スにおける省エネルギー技術の提供。（グローバルバリューチェーンにおけ
る貢献）
例） グループ会社（日鉄エンジニアリング）が全量手掛けているCDQ（コー
クス排熱回収設備）の途上国への普及。  P.98

移行要因5
再エネ・水素社会に伴う 
関連製品・ソリューション 
ニーズの高まり

世界の発電量に占める再エネの 
割合:
2050年88%（2020年時点28%）
世界の水素生産: 
2050年490百万t
（2020年時点90百万t）*

グループ会社製品を含めた需要増の機会
  再エネ社会を支える当社グループの製品・ソリューション提供に
よる収益拡大。
  水素社会を支える当社グループの製品・ソリューション提供
による収益拡大。

  再エネ社会に向けた当社グループ製品のメニュー充実と国内外への提供 
拡大。
例） 太陽光発電架台用の高耐食めっき鋼板、風力発電用厚板・チェーン用 
棒鋼、地熱・バイオマス発電用鋼管等

  水素社会に向けた当社グループ製品のメニュー充実と国内外への供給 
拡大。
例）高圧水素用ステンレス鋼（HRX19®）

移行要因6
カーボンプライシング（CP）
導入によるコスト増

段階的なCP施策導入 CPによるコスト負担増
  GX推進法においては、企業が脱炭素に向かうための技術開発や設
備投資に取り組む時間を確保しながらCPを導入することとされて
おり、当面の影響はそれほど大きくはないものの、排出量取引制度
（GX-ETS）の制度設計や購入電気料金等への転嫁の状況によって
は、当社にとって負担増となる。

  還元鉄の使用拡大、大型電炉による高級鋼製造、既存プロセスの低CO2

化推進、水素還元製鉄等の革新技術開発の推進・実装等によってCO2排
出量を低減。
  GX-ETS制度運用に際し、鉄鋼業の状況を踏まえた制度となるよう政府に
要請（無償割当、カーボンリーケージ対応等）。

4°C 
シナリオ

物理要因1
異常気象による原料調達先
の操業停止

異常気象により原料調達が困難 
となる

リスクへの対策により、影響は限定的
  以下の対策により原料安定確保におけるリスクは限定的と想定。

 世界複数地域の原料調達先を確保。
 製鉄所や船上での原料在庫保有。

  複数ソースからの調達継続。
  適切な在庫維持日数・リスク管理。

物理要因2
異常気象による操業・出荷
停止

自然災害に見舞われ、操業が困難
となる

適応対策により、影響は限定的
  これまでの計画的なBCP対策を講じてきており、生産障害要因と
なるほどのリスクは限定的。想定を超える異常気象が生じた場合、
操業停止等の影響が生じる可能性あり。

  長期トレンドも踏まえた適応対策の継続的な実施。台風・集中豪雨対策、 
クレーン等の転倒防止対策、地震・津波対策（緊急避難場所確保、岸壁 
補強等）。

物理要因3
自然災害に対する国土強靱
化ソリューションニーズの高
まり

異常気象による自然災害発生 国土強靱化関連の需要増の機会
  地震、津波、豪雨・台風等に対する国土強靱化に向けた当社グルー
プの製品・ソリューション提供による収益拡大。

  当社グループ製品メニューの充実と国内外への提供拡大の取り組み。
例）鋼製スリットダム、NSエコパイル工法

*再エネ、水素に関するデータは、IEA World Energy Outlook 2021 NZE2050シナリオを参照。
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NSAC ECO3提案の事例

（年）

TOPICS

TOPICS

電気エネルギーロスの削減を実現する、高効率電磁鋼板

軽量・環境負荷低減素材ニーズへの対応（NSafe®-AutoConcept）

カーボンニュートラル社会の実現に向けて、電磁鋼板の高効
率化（ハイグレード化）が有効です。電磁鋼板には、モーターに
使用される無方向性電磁鋼板（NO）、送配電用の変圧器に使用
される方向性電磁鋼板（GO）の2種類があり、これらの製品の使
用により、ハイブリッドカーやEV、家電製品の使用時のCO2排
出量を減らし、発電した電気を効率よく送ることができます。
特に近年はAIの普及を背景に、先進国を中心としたデータセ

ンター向けのインフラ投資が拡大しており、高効率なGOを用
いた変圧器の需要増加が見込まれています。

高効率電磁鋼板の生産能力拡大
当社は、EV向け等の高効率電磁鋼板の需要拡大とハイグレー

当社では、先進的な素材開発に加え、素材性能を最大限に引
き出すための部品構造やその構造を具現化する加工技術、評
価技術の開発を進め、自動車車体の軽量化や安全性能向上を
実現してきました。加えて、カーボンニュートラルの時代に対
応した次世代鋼製自動車開発に向けた総合ソリューション
NSafe®-AutoConcept（NSAC）提案を通じて、お客様とともに
先進的なクルマ造りを進めています。
自動車にはCO2排出量削減と衝突安全性向上が求められて
おり、そのためには、車体の軽量化と高強度化の両立が必要と
なります。そのニーズに応えるのが、車体用の2.0GPa級ホット
スタンプ材や1470MPa級冷間ハイテン、シャシー用の980MPa

級熱延ハイテン等の超高強度鋼板です。
当社は、これらのハイテンメニューを実用化させ、構造・工法
提案、および各種評価技術により、鋼製自動車ボディーの30%

軽量化を可能にする技術を提案いたしました。これはオール 

ド化の要請に対応するため、九州製鉄所八幡地区、瀬戸内製鉄
所広畑地区における生産能力・品質向上対策に加え、瀬戸内製
鉄所阪神地区（堺）・九州製鉄所八幡地区における高効率無方
向性電磁鋼板（NO）の能力増強対策を決定しています。
これらの投資額は累計で約2,130億円となり、エコカー向け

NOの生産能力は現行の約5倍となる予定です。
また、先進国での電力需要増加に対しては、当社はU.S. Steel

での方向性電磁鋼板（GO）の生産を検討しています。当社の高
効率GOを使用いただくことで変圧器での電力ロスを抑えるこ
とができ、当社はU.S. Steelを通じて米国の安定した送配電網
の構築に貢献していきます。

アルミ車と同等の質量であり、より高い衝突安全性能も実現す
るものです。
更に、当社は、NSACの軽量化技術を更に深化させた新たな

コンセプトNSafe®-AutoConcept ECO3（エコキュービック）
（NSAC ECO3）提案を進めており、お客様に対し先進素材の提
案だけでなく、車体設計・加工・量産過程にわたって広範囲な
協業取り組みを拡大しています。
これにより、昨今のOEMでの組み立て工程省略や開発工期
短縮等クルマ造り革新が進むなか、お客様の多様なニーズに対
して、「軽量化やLCAでのCO2排出量削減」、「コスト削減」、「最
適生産システム」の各視点で、お客様の将来を見据えたクルマ
造りに適応した最適なソリューション提案（例えば、「鉄による
部品一体化」提案等）を進めています。
（写真は鉄での部品一体化の一例：ドアリング構造、リアモ
ジュールの一体化）

［世界の年間EV販売台数］
（Net Zero Emissions by 2050 Scenario）

20 20

40 40

2021 20302025

0 0

（百万台） （%）

 EV販売台数（左軸）  EVシェア（右軸）
IEA “Global Electric Vehicle Outlook 2025”より当社作成。
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鉄は資源循環を持続できる柔軟な素材であり、まさにサーキュラーエコノミーを体現している素材といえます。
また、その製造工程では、限りある資源・エネルギーを、すべてのプロセスで無駄なく利用しています。
更に、社内副産物の循環利用によるゼロエミッションの実現や、社会や他産業で発生する廃棄物の再資源化にも積極的に取り組んでいます。

資源・エネルギーの効率的使用

当社は、海外で採掘された鉄鉱石や、鉄鉱石を還元するための
コークスの原料になる石炭、社会から発生した鉄スクラップを主
な原料とし、工業用水や電力・燃料等のエネルギーを使用して鉄
鋼製品を製造しています。
足元では、2026年4月に政府が従来の廃棄物削減やリサイク

ル推進の枠を超えた国内の再生資源確保を目指す「循環経済行
動計画」を公表する等、戦略的な資源循環推進の動きが高まって
います。
当社もこれまで各製造拠点で効率を高めてきた、廃棄物の削
減、副生ガス・排熱の有効活用、製品・製造設備の冷却・洗浄用
の水資源の再生使用等、限りある資源・エネルギーを無駄なく
利用する取り組みを継続し、循環型社会の構築へ取り組んでい
きます。

社内ゼロエミッションの推進

副産物の発生と最終処分量
鉄の製造工程では、鉄鋼スラグ、ダスト*1、スラッジ*2、使用済

みの耐火レンガ等、鉄を1トンつくるのに約600kgの副産物が発
生します。当社では、2025年度に3,388万トンの粗鋼を生産し、
2,064万トンの副産物が発生しましたが、副産物の社内外でのリ
サイクルを徹底し、リサイクル率99%という高い水準を維持して
います。
また、最終処分量についても、2025年度目標を達成し、2030

年度目標を定め、引き続き低減の取り組みを推進しています。
*1 集じん機に捕集された微粉類。
*2 工場排水や下水処理から回収される泥状の発生物。

ダストおよびスラッジのリサイクル
当社では、鉄の製造工程で発生するダストおよびスラッジを原
料として再利用するため、東日本製鉄所鹿島地区にダスト還元キ
ルン、東日本製鉄所君津地区、瀬戸内製鉄所広畑地区、山口製鉄
所（光）に回転炉床式還元炉（RHF）を導入し、社内で発生するダ
ストを再資源化しています。

［副産物発生量と再資源化（2025年度）］

副産物 発生量 資源化用途 再資源化率

高炉スラグ 1,043万t 高炉セメント、細骨材、路盤材他 100%

製鋼スラグ 451万t 路盤材、土木資材、肥料他 99%

ダスト 264万t 所内原料、亜鉛精錬用原料 100%

スラッジ 52万t 所内原料 90%

石炭灰 46万t セメント原料、建設資材 100%

使用済み炉材 20万t 再利用等 51%

その他 188万t 所内利用、その他 97%

合計 2,064万t 全体の再資源化率 99%

鉄鋼スラグの有効活用
鉄鋼スラグは、ほぼ全量がセメント用や道路用等の製品として
有効利用されており、自然砕石の採掘削減やセメント製造時の省
エネルギー効果により、グリーン購入法の「特定調達品目」の指
定や各自治体のリサイクル認定を受けています。また、鉄鋼スラ
グのLCA（ライフサイクルアセスメント）評価においては、鉄鋼ス
ラグを天然石やセメントの代替品として活用することで、CO2排
出量の削減や環境負荷の低減に大きな効果があることが示され
ています。更に、鉄鋼スラグには植物の生育を助ける栄養分が含
まれるため、肥料としても幅広く使われ、農業生産性の向上にも
貢献しています。
高炉スラグは約８割がセメント用に使用されています。高炉セ

メントは微粉砕した高炉スラグを普通ポルトランドセメントと混
合したもので、焼成工程の省略によりセメント製造時のCO2排出
量を4割削減でき、長期強度にも優れることからエコマーク商品
に登録されています。
製鋼スラグ製品のジオタイザー®は、陸域の軟弱土（建設残土、

農地土等の泥土）と混合し、転圧性に優れ、過度に固化せず再掘
削性のある土に改良します。セメントや石灰等の従来の改良材よ
り発塵が少なく、安価でCO2排出量も大幅に抑制可能です。
鉄鋼スラグ製品のカタマ®SPは、水と反応して自ら固まる特性

を利用し、林道・農道等の簡易舗装やメガソーラーパネル設置場
所等の防草舗装用途で効果を発揮しています。
製鋼スラグを原料とするカルシア改質材と浚渫土を混合したカ

ルシア改質土は、海底の深掘れの埋戻し材や浅場・干潟の造成
材に使用され、海域環境の改善に貢献しています。
また、製鋼スラグと廃木材由来の腐植物質を混合したビバリー®

ユニットは、海藻類の生育に必要な鉄分を供給し、磯焼けした海
の再生に貢献しています。

副産物の最終処分量

26.3（万t/年）
以下

2025年
目標20.5（万t/年）

詳細はこちら
 データブックP.25
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社会で発生する廃棄物の再資源化促進 
（廃プラスチック）

当社は、容器包装リサイクル法に基づき一般家庭から回収され
た廃プラスチックを、コークス炉を使ったケミカルリサイクル法に
より100%再資源化しています。
具体的には、40%を炭化水素油、40%をコークス炉ガス、

20%をコークスの一部として活用しており、当社のコークス炉を
使用したリサイクルは、リサイクル効率が非常に高く処理能力も
大きいため、地域におけるサーキュラーエコノミーに寄与してい
ます。
近年では、化学繊維や食品トレイも同方法でリサイクルし再資
源化しており、更に、2022年度施行のプラスチック資源循環促進
法により容器包装プラスチックのみならずプラスチック使用製品
の一括回収が開始されたことを受け、当社でも一括回収プラス
チックの再資源化を行っています。
また今後、増加するプラスチック処理ニーズに応えるべく、処
理拡大に向けた技術開発にも鋭意取り組んでいます。これまで
の累計処理量（2000～2025年度）の約431万トンの効果はCO2

削減量で1,380万トン（東京ドーム約34万個分の面積にあたるス
ギ人工林の年間CO2吸収量*）となります。この廃プラスチック活
用拡大については、気候変動対策「カーボンニュートラルビジョ
ン2050」の施策にも織り込んでおり、日本経済団体連合会の「循
環経済パートナーシップ」にも取り組み事例の一つとして紹介し
ています。
*スギ人工林1haが1年間に吸収するCO2量は約8.8トン（林野庁HPより）

［廃プラスチックのケミカルリサイクル］

一般家庭

日本製鉄グループ

自治体

プラスチック製品を利用

自治体から搬入したプラ
スチックをコークス炉へ
装入可能な品質、形状に
するために異物を除去し、
減容成形します。

コークス炉では密閉した
炭化室内でプラスチック
を無酸素状態のまま加熱
することで熱分解し、炭
化水素油、コークス、コー
クス炉ガスとして回収し、
100%有効利用します。

化成工場でプラスチック原材料
等の化学原料として再商品化し、
下記製品のメーカーへ

排熱回収後に
高炉へ投入し、
鉄鉱石の還元
材として利用

製鉄所内の発
電所等で燃料
として利用

プラスチック 
製品の収集

分別排出

事前処理工程 熱分解処理工程
（コークス炉）

プラスチック製品としてリサイクル 軽質油

タール
炭化水素油 40%

コークス

コークス炉ガス
水素、メタンが主成分である燃料ガス

20%

40%

ポリ袋・ラップ類
ボトル・チューブ類

トレイ・パック類、カップ類

一般家庭から集められた
プラスチックを収集・ 
分別・異物除去

プラスチックを圧縮・梱包

プラスチックから選別・異物
除去を行った二次破砕物

摩擦熱で固形状に成形した
造粒物

コークス炉

容器包装 樹脂ペレット

コークス 高炉

鉄鉱石

発電所

熱分解でプラスチックを100%有効利用
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エネルギー・マテリアルバランス

当社は、鉄の製造工程を活用し、環境負荷の少ないゼロエミッションの実現や社内発生物の循環利用にとどまらず、 
社会や他産業で発生する廃棄物の再資源化にも積極的に取り組んでいます。

数値は2025年度実績 *購入電力（kWh）には共同火力から購入した電力は含まない。

INPUT OUTPUT
製鉄所 （製造工程）

排熱回収

社会での使用鉄スクラップ 最終製品

廃プラスチック

外部燃料26%

補給率約10%

蒸発等

ダスト・スラッジ
リサイクル

最終処分1%

再資源化

高炉 転炉 電気炉 連続鋳造設備 熱間圧延・冷間圧延 造管設備

副生ガス回収

蒸気生産

発電

燃料

用水

戻水回収

めっき設備 3,388万t/年

粗鋼生産量（単独）

スラグ製品

コールケミカル
製品

等

厚板

薄板

棒鋼・線材

鋼管

建材

外部燃料32%

所内利用副産物回収
（スラグ／タール）

8万 t/年
廃プラスチック

鋼材1t当たり
4,901万t/年

 約1.6t

鉄鉱石 

6億m3/年
工業用水

37億kWh/年
購入電力*

83千kl/年
石油系燃料

合金・副原料等

 約0.7t鋼材1t当たり
2,243万t/年
原料炭 

548万 t/年
鉄スクラップ

焼結設備コークス炉

68%

自家発電の
所内発生

エネルギー利用率

3

廃プラスチック再資源化
（ケミカルリサイクル）

6
鉄スクラップ
リサイクル

7

2

100%

副生ガス利用率

約90%

用水循環
利用率

1

副産物
再資源化率

99%

5

4

72%

蒸気生産による
排熱利用率
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1   水資源
製品や製造設備の冷却や洗浄に使用する水の約90%を再生し

て繰り返し使用しており、蒸発等により失われる約10%分だけ
を補給しています。

2   副生ガス
石炭を無酸素状態で熱分解してコークスを製造する際に発生

するガス、高炉から発生するガス等の副生ガスを、鋼材加熱用の
燃料や製鉄所構内にある発電所のエネルギー源として、100%有
効に活用しています。

3   電力
使用電力の88%を自家発電しており、その内68%は排熱およ

び副生ガス等の所内発生エネルギーにより賄っています。今後、
発電の更なる低炭素化に向け、設備の高効率化、燃料切り替え等
も検討していきます。

社会に供給した電力

当社グループ内でつくった電力

38%

購入
電力

88%
12%

当社グループ内で使用した電力

62%

［当社グループ*の電力需給バランス（2025年度）］

 当社グループは電力の88%を自社で賄っています。

 当社グループはつくった電力の38%を社会に供給しています。
*共同火力、関連電炉を含む。

5   副産物
製造工程で発生する副産物は、製造工程で循環利用したり、再
資源化して製品化することによって、ゼロエミッション化を進め
るとともに、省資源・省エネルギーに寄与しています。

6   廃プラスチック
全国の一般家庭から回収された容器包装プラスチックを、コー

クス炉を使ったケミカルリサイクル法により100%再資源化して
います。

7   鉄スクラップリサイクル
当社では、鉄鋼製造プロセスや加工プロセスで発生する鉄スク

ラップや、社会での使用を経て回収された鉄スクラップを、新た
な鉄鋼製品を製造する原料としてリサイクルしています。

2025年度の当社の鉄スクラップ使用実績は、548万トンとなっ
ています。
鉄スクラップのリサイクルは、カーボンニュートラル実現のた

めの重要な方策の一つです。当社は、国内で発生する鉄スクラッ
プ資源の最大活用により、製造プロセスでのCO2排出量の大幅
な削減を図ります。

様 な々資源の効率的使用の取り組みの結果、わが国鉄鋼業の
エネルギー効率は世界最高水準となっています。

転炉鋼エネルギー消費原単位（日本=100）
140

130

120

110

100

90
日
本

韓
国

ド
イ
ツ

中
国

イ
ギ
リ
ス

フ
ラ
ン
ス

イ
ン
ド

ロ
シ
ア

ア
メ
リ
カ

100 102

110 111
115 116 119

128 129

［鉄鋼業のエネルギー効率の国際比較（2019年）］

出典：    「エネルギー効率の国際比較（発電、鉄鋼、セメント部門）」（公財）地球環境
産業技術研究機構（RITE）（和訳・数値記載は日本鉄鋼連盟）

4   排熱利用
高炉・焼結設備・コークス炉・転炉等で発生する排熱を回収

し、蒸気生産や発電に活用しています。

大規模排熱回収コークス乾式消火設備（CDQ）
CDQではコークス炉でつくられた赤熱コークスを不活

性ガスで冷却し、その熱で発電用蒸気を発生させることで、

旧来の湿式消火方式に比べて40%の省エネルギーを実現

しています。

CDQ
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当社は、日本経済団体連合会自然保護協議会の活動に参画しており、「経団連生物多様性宣言・行動指針（2023年12月改訂）」
に賛同し、その内容に基づいて生物多様性保全に取り組んでいます。また「生物多様性のための30by30アライアンス」
にも参画し、その活動を通じて自然再興の取り組み活性化に貢献しています。

生物多様性保全・自然再興への取り組み

当社は下記取り組み方針のもとで、気候変
動対策・循環型社会構築とも連携した生物多
様性保全活動を推進しています。

取り組み方針

当社は、日本経済団体連合会の一員として、「経団連生物多
様性宣言・行動指針」に基づいて行動します。

当社は、事業活動が自然の恵みに大きく依存しており、生物
多様性は持続可能な社会にとって重要な基盤であるという
認識のもと、自らの事業活動等と生物多様性との関係を把
握し、自然共生社会の構築に向けて地域特性に応じた取り
組みを続けていきます。

また、国際社会の一員として、自然共生社会構築への取り
組みが気候変動対策や循環型社会構築への対応等と密接
に関連するグローバルな課題でもあることを認識し、それ
らを事業活動に取り込んだ環境統合型経営を行うことを通
じて持続可能な社会の実現を目指します。

自然関連の情報開示への対応

現在、自然の状態は人類の歴史上最も速いペースで劣化して
いるといわれ、社会に利益をもたらす自然の重要なサービス（生
態系サービス）の多くが衰退する可能性があると危惧されてい
ます。
この自然劣化の直接的な要因は、陸域・淡水域・海洋の領域
における利用の変化や資源搾取・気候変動・汚染・外来種移入
等の様々な人間活動による自然に対する圧力だといわれてい
ます。
当社は、当社の主要事業活動である鉄鋼生産もまた、自然に対

して影響を与えていると認識し、TNFD Adopterへ登録し、TNFD

の推奨するアプローチに沿って鉄鋼生産と自然との依存と影響
関係を評価・分析し、事業活動へ反映しています。

30by30目標達成に向けた活動への貢献

当社は、2022年のCBDCOP15で採択された「昆明・モントリ
オール枠組」の主旨を踏まえ日本政府が組成した「生物多様性の
ための30by30アライアンス」へ2023年3月に参画し、活動に貢献
しています。
このアライアンスは、2030年までに生物多様性の損失を食い
止め、回復させる（ネイチャーポジティブ）というゴールに向け、
2030年までに自国の陸域・海域の少なくとも30％を保全・保護
する30by30に、官民連携して取り組んでいく有志連合です。
当社においても、当社事業所における「郷土の森づくり」や「海
の森づくり」の推進に加え、生物多様性の保全が図られている区
域の「自然共生サイト」への登録を進めており、名古屋製鉄所と九
州製鉄所大分地区が認定を受け、OECM（民間の取り組み等に
よって生物多様性の保全が図られている区域）として国際データ
ベースにも登録されています。
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具体的な取り組み

郷
ふるさと

土の森づくり
～製鉄所に鎮守の森を再現し、生物多様性も育む
当社は、自然と人間の共生を目指して、故 宮脇昭氏（横浜国立大学名誉教授）のご指導のもと、製
鉄所の「郷土の森づくり」を推進してきました。これは、近くの歴史ある神社の森（鎮守の森）でその土
地本来の自然植生を調べ、地域の方々と社員が苗木を一つひとつ丁寧に植えていくものです。
日本の企業で初めてのエコロジー（生態学的）手法に基づく森づくりとなり、郷土の森は地域の景
観に溶け込んでいます。今では、約887ヘクタール（東京ドーム約180個分）にもおよぶ森に育ってい
ます。
全国の製鉄所の森には、多様な生物たちの姿も見ら

れます。土地本来の木々に、土地本来の野生生物たち
が帰ってくるのです。このように「郷土の森づくり」は、
CO2吸収源としての役割とともに、生物多様性の保全
にも大きく貢献しています。

海の森づくり
～磯焼け改善に向け、全国87カ所で実施
海藻類が失われ海底が不毛となる磯焼け現象の一因とされる鉄分の供給不足解消のため、当社は
東京大学との共同研究を通じて鉄分供給資材「ビバリー®ユニット」を開発し、失われた海の藻場再生
に取り組んでいます。
この技術は森林土壌中で「鉄イオン」と「腐植酸」が結合して生まれる腐植酸鉄を、鉄鋼スラグと廃木
材由来の腐植物質を利用して人工的に生成・供給するものです。全国漁業協同組合連合会制定の鉄
鋼スラグ製品安全確認認証制度で安全性に関する認証を受けています。
北海道増毛町では2004年に実証試験を開始、2014

年より大規模事業（海岸線300m）へ展開しており、コ
ンブ場の拡大やウニの水揚げ増加も確認しています。
砂漠化した海底の回復により、生物多様性を着実に高
める効果も期待されています。

利尻

余市

天売

寿都・泊・積丹

函館

八雲、森、鹿部

松前

青森県／蓮田

青森県／大間・風間浦

宮城県／女川、石巻

岩手県／釡石、唐丹

東日本製鉄所 （鹿島地区）

東日本製鉄所 （直江津地区） 

千葉県／君津、保田、館山

東日本製鉄所 （君津地区） 

三重県／志摩

関西製鉄所（尼崎地区） 

関西製鉄所（製鋼所地区）
関西製鉄所（和歌山地区）

和歌山県／由良、田辺、すさみ、串本、那智勝浦

名古屋製鉄所

愛知県／豊浜、師崎、篠島、日間賀島、野間、鬼﨑
東京都／三宅島、神津島､大島

神奈川県／鎌倉､三浦兵庫県／姫路

島根県／益田
山口県／彦島

高知県／室戸
高知県／須崎、四万十､黒潮

兵庫県／南あわじ

大分県／姫島、佐伯、国東
宮崎県／延岡

愛媛県／西条

鹿児島県／種子島、霧島

九州製鉄所 （八幡地区）

福岡県／北九州、福津、福岡、宗像､糸島

九州製鉄所 （大分地区）

山口製鉄所 （光、周南）

長崎県／西彼・瀬川・松浦・
壱岐・諫早・佐世保・小値賀

京都府／宮津・舞鶴

福井県／敦賀

瀬戸内製鉄所 （広畑地区）

北日本製鉄所（釡石地区）

えりも室蘭
ひだか､日高中央

羅臼

歯舞

落石昆布森

北日本製鉄所（室蘭地区）

増毛

室蘭 エゾシカ、キタキツネ、エゾリス、ワシ、ノスリ、
カササギ

釡石 ツキノワグマ、カモシカ、シカ、ノウサギ、ウミネコ

直江津 ウグイ、コイ

鹿島 キジ、モズ、カモ

君津 ヒヨドリ、キジ、コアジサシ、ツバメ、シラサギ

名古屋 タヌキ、キジ、ヒヨドリ、モズ、ツバメ、シジュウカラ

製鋼所 イタチ、ムクドリ、ヒヨドリ

和歌山 タヌキ、テン、ヒヨドリ、ヤマカガシ

堺 カモ

尼崎 サギ、ヒヨドリ、キントカゲ、メダカ、シオカラトンボ

広畑 ノスリ、モズ、キジバト、ヒヨドリ、ムクドリ、ホオジロ

八幡 イタチ、キジ、アオサギ、ウミウ

小倉 カモメ、セグロセキレイ、アオスジアゲハ

大分 オオハクチョウ、カワセミ、メダカ、カゲロウ、ホタル

光 ウミネコ、セグロカモメ等51種類の鳥

アオサギ ノスリ ウグイ ヒヨドリ シオカラトンボ コアジサシ カモ タヌキ

［各拠点の郷土の森に生息する生物たち（例）］

郷土の森づくり 海の森づくり

［全国に広がる郷土の森、海の森］

広畑地区の野鳥
https://www.nipponsteel.com/works/setouchi/
hirohata/bird/index.html

九州製鉄所大分地区

北海道増毛町

富山県／入善
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COLUMN
日本製鉄九州製鉄所大分地区の環境保全林
『郷土の森』の「自然共生サイト」認定取得

地域プロジェクトへの参画
～地域の環境保全活動への参加
当社名古屋製鉄所は、学生実行委員会、連携企業12社、エコア

セット・コンソーシアム、NPO法人日本エコロジスト支援協会に
よる「命をつなぐPROJECT」活動に2012年より参加し、企業緑地
間をつなぐ生態系ネットワークづくりとして、生物多様性の保全
を推進するための様々な連携活動、共同啓発イベントや、動物が
行き来できるアニマルパスウェイ（通路）の整備等の活動を行って
います。
この命をつなぐプロジェクトは、名古屋製鉄所を含む11社の
企業や行政、学生、専門家、NPOが連携した取り組みとして、
2023年10月に環境省より「自然共生サイト」の認定を取得してい
ます。また、2024年度には、これまでの活動が評価され、緑の都
市賞の内閣総理大臣賞を受賞しました。

副産物活用による貢献
～鉄鋼スラグ肥料
鉄の生産工程で発生する副産物である鉄鋼スラグには、植物の生育を助ける栄養分が含まれてい

るため、稲作・畑作・牧草用の肥料として幅広く利用されています。鉄鋼スラグに含まれるケイ酸は、
茎を強くまっすぐに伸ばす効果があるため、太陽光を受けやすくすることで光合成を活発にさせ、鉄
分は根腐れ防止やゴマ葉枯病に効果があります。
また、従来の石灰肥料と比べてカルシウムの溶出がゆっくりでかつ流亡しにくく、土壌のpHを持続
的に高く保つことができる鉄鋼スラグ肥料は、キャベツやブロッコリー等のアブラナ科野菜で発生す
る根こぶ病の軽減にも効果があります。 

他にも、リン酸、マンガン、ホウ素等多くの肥
料成分が含まれており、その栄養が農作物
を元気にします。

当社九州製鉄所大分地区の環境保全林「郷土（ふるさと）の森」が、地域生物多様性増進
法に基づく「自然共生サイト」に、単独での申請としては初めて認定されました。
自然共生サイトは、国が30by30活動（2030年までに陸と海の30%以上を健全な生態
系として効果的に保全する）の一環で認定する、「民間の取り組み等によって生物多様性
の保全が図られている区域」で、当社への認定は、2023年に連携団体と共同認定された
名古屋製鉄所についで2件目となります。
大分地区の郷土の森は、旧大分製鉄所発足（1971年）と同時に、故 宮脇昭氏（横浜国立

大学名誉教授）が提唱された「郷土の潜在植生調査に基づくエコロジー手法（宮脇方式の
郷土の森）」を工場緑化として世界で初めて取り入れた環境保全林で、風土にあった樹種
の選定、植栽密度および混植の工夫等により、人工的な森ではありながら在来の生態系
に近い植生学的にも貴重な持続的な森づくりが実現されています。今回、宮脇方式を採
用し50年が経過した森としての価値とその維持の取り組みが評価され、自然共生サイト
に認定されました。
今回の認定を受け、大分地区では「郷土の森」の保全活動に加えて、動植物のモニタリン

グ等を通した50年経過した「郷土の森」の価値の見える化を推進します。また景観面から
も地域の皆様に喜んで頂けるよう、老齢化した桜並木の植え替えを加速化します。
当社はこれらの取り組みにより、製鉄所における生物多様性の向上を通した持続可能
な社会の実現に貢献していきます。

製鉄所敷地境界の環境保全林「郷土の森」 「郷土の森」内の状況
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自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）の提言に沿った情報開示

当社は、生物多様性保全・自然再興（ネイチャーポジティブ）が、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーと同様に重要な環境課題であることを認識し、 
諸施策の取り組みを強化するとともに、自然関連リスクの低減および機会の実現に向けた戦略を検討して事業活動へ反映していきます。

TNFD最終提言に沿った開示アプローチ
当社は、TNFDの推奨するLEAPアプローチに沿った評価・分析を行い、自然関連の開示を行っています。

1   ガバナンス
当社では、自然関連の依存と影響、リスクと機会に関する検討
課題について、気候変動対策や循環型社会構築等の他の環境政
策課題と合わせて経営会議および取締役会において報告・審議
され、取締役会の監督を受けています。

2   リスクとインパクトの管理
当社の自然への依存と影響の把握およびリスクと機会につき、

TNFDで 提 唱されているLEAPアプローチ（Locate, Evaluate, 

Assess, Prepare）に沿って、当社の主要事業である製鉄事業の直
接操業（製鉄所）やサプライチェーン上流の鉄鉱石や原料炭の採
掘を対象に、評価を行いました。これらの自然関連のリスクとイ
ンパクトを管理するためのプロセスは 1  ガバナンスで述べた通
り、全社的なリスク管理プロセスへ統合されています。

1  ガバナンス

自然関連の依存と影響、リスクと機会に対するガバナ
ンス

2  リスクとインパクトの管理

自然関連の依存と影響、リスクと機会を特定・評価し、
優先順位付けおよび監視するために使用するプロセス

3  戦略

自然関連の依存と影響、リスクと機会がビジネスモデル
や戦略、財務計画に与えるインパクト

4  測定指標と目標

自然関連の重要な依存・影響やリスクと機会を評価し、
管理するために使用する測定指標と目標

リスク・機会の特定・評価・優先順位付けのプロセス（LEAPアプローチに
よる評価・分析）参照
https://www.nipponsteel.com/csr/env/biodiversity/tnfdassess.pdf

［TNFDの開示推奨項目］［評価・分析プロセス］

Scoping   評価対象事業の選定

Locate  活動場所の評価および脆弱な地域の抽出
 脆弱な地域の評価
 リスクが高い地域の抽出

Evaluate  セクターレベルの依存関係 、 影響関係の評価
 事業活動と自然との依存・影響関係の評価
 重要な依存・影響関係の抽出

自然との接点の発見、優先地域の特定

L

E

Assess  重要なリスク・機会の選定
 リスクと機会の分析
 重要なリスクと機会の分析
 管理アプローチの検討

リスク・機会の特定・分析

A

Prepare  戦略策定、目標・指標による管理
 分析結果を踏まえた戦略立案
 目標設定・進捗管理の検討
 開示内容の検討

戦略立案・目標・KPI設定

P
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3   戦略
当社鉄鋼事業の直接操業（製鉄所）とサプライチェーン上流（主要原料サプライヤー）を対象にTNFDが推奨する分析ツールのENCOREツール等を用いて依存・影響 

関係を評価し、重要な依存・影響関係に紐付く自然関連のリスクと機会について、当社のビジネスモデルや戦略、財務計画に与えるインパクトの観点から評価・分析を 

行いました。結果として、重要なリスク・機会として抽出された項目とそれらに対するリスク低減又は機会実現に向けた当社戦略について、以下に示します。

対象 重要な依存/影響 リスクの
種類 対象要因・事象 当社への影響 当社の戦略

直接操業
製鉄所における
生産活動

水質汚染
（影響）

物理
（急性）

製鉄所の排水や漏洩による、周辺水環境の
汚染や水質事故の発生

  追加的な排水処理コストの増加。
  既存の処理施設で対応できない場合
は生産プロセスの一時的停止。
  基準値超過による、罰則や罰金支払の
可能性がある。

【目標】 重大な環境法令違反・環境事故ゼロ
  排水や漏洩による水質汚染に関しては、生態系への影響リスクのある地域に位置するか否かにかか
わらず、すべての製造拠点で発生し得るリスクと捉え、発生を想定したハード・ソフト面の対策を全
社で実施している。
〈ハード対策〉 排水自動監視装置、排水遮断ゲート、緊急貯水槽 等
 〈ソフト対策〉 点検・補修、作業標準整備、動作確認・手順習熟訓練 等 
（水環境への対策の詳細は、  P.92 を参照）
  各事業拠点での環境事案は、発生後速やかに情報が本社に報告される体制を整備しており、発生
状況は、年2回、担当副社長を委員長とする環境防災委員会で報告され、取締役会へ報告し、監督を
受けている。

間接操業
（サプライチェーン上流）

鉄鉱石・原料炭の
採掘活動

陸域生態系の利用
（影響）

物理
（急性）

サプライヤーが、採掘活動により操業エリ
アを含む土地破壊を引き起こし、事業活動
が一時的に停止

  原料サプライヤーが問題を起こした場
合、そこから原材料を調達することに
よる企業イメージの低下・製品の売上
減少。

  調達先の事業活動が停止した場合、原
材料の調達量が制限され、製品の生産
量が減少。

  当社は、総合的なリスク対策として原料調達先を分散させており、一部サプライヤーからの調達が
一時的に停止した場合でも、他のサプライヤーから調達量を増やすことで事業を継続できる体制を
整えている。
  サプライヤーの活動のなかに自然に対して影響を及ぼすものがあることを認識し、今後のサプライ
ヤーとのエンゲージメントにおいてもサプライヤーの自然関連の活動状況を確認していく。

原料調達先におけるサプライヤーの活動例（Vale）
〈陸域生態系〉

  2025年までに危険性のある滓鉱ダムをなくすための対策強化 等
〈水資源〉

  水ストレスが最も高い地域を優先し、2030年までに淡水使用量を2017年基準で27%削減する目標。
  再生水使用量84%（2025年度実績）

陸域生態系の
利用（影響）

水資源の
利用（影響）

移行
（市場）

投資家の陸域生態系の利用や水資源保全
に対する意識向上に伴うESG投資の活発
化により、サプライヤーが陸域の土地破壊
や水資源の過剰利用等の問題を引き起こ
したり、投資家に対して適切な開示を実施
しなかった場合
  サプライヤーのブランド価値が低下
  サプライヤーの資金調達が悪化し事業
撤退

移行
（評判）

地域住民・環境団体の、陸域生態系の利用
や水資源保全に対する関心の増加により、
サプライヤーが水関連問題を引き起こした
り、適切な開示を実施しなかった場合

  地域住民や環境団体から批判を受け、対
象地域でのサプライヤーの事業継続性が
低下

  ニュース等の情報からサプライヤーの評
判が低下

［リスク分析結果］

Vale社 ESGポータル／Sustainable mining／Nature
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対象 重要な
依存／影響 機会の種類 対象要因・事象 当社への影響 当社の戦略

直接操業
当社グループの
自然関連の諸活動

自然全般
（影響）

移行
（製品とサービス・

評判）

自然・生物多様性の保全に対する社会的な
関心やニーズの増加による、環境配慮型製
品の需要拡大

  エコプロダクツのラインナップ拡充や製
造体制強化による生産増加と環境配慮
型製品の収益増加。

自然再興や環境に配慮した様々な製品の供給拡大
  鉄鋼スラグを原料とした海域環境改善や藻場再生（海洋施肥材：ビバリー®ユニット）
  海洋安全性の向上を通じて油濁等の環境破壊リスクを軽減する、船体用高延性厚鋼板

  環境負荷物質の鉛や六価クロム等を含まない鋼材の開発・提供 等

自然・生物多様性の保全に対する社会的な
関心やニーズの増加による、自然・生物多様
性の保全活動が企業イメージに及ぼす影
響力の増大

  自然・生物多様性の保全に関する活動
の効果的発信による企業イメージの向
上・製品の売上増加。

環境配慮製品のPR強化（営業活動、学会やイベント、CM等）
  海の森づくりのCOP28での紹介
  外部団体表彰受賞（地場間伐材を原料とした木質バイオマスの活用拡大）
  伊勢志摩地区での活動を特集した「UMIMORIプロジェクト 伊勢志摩」を公開（2025年）

移行
（評判）

自然・生物多様性の保全に関する地域住民
を含むステークホルダーの注目度の高まり

  自然・生物多様性の保全に関する取り
組みの実施・効果的な発信を行い、地域
と良好な関係を構築することで地域で
の事業継続性向上。

  当社「環境基本方針」に基づき、エコロジー（生態学的）手法に基づく管理基準を制定し、「郷土の森づくり」を推進。
  「海の森づくり」による生態系サービス（漁獲量）の回復への貢献
  各事業所での地域対話、地域活動への参加、30by30活動への参画等の環境活動を推進

［機会分析結果］

超大型原油タンカーへの
高延性厚鋼板の適用例

当社緑地で確認されたアサギマダラ

https://youtu.be/bXAmRPz04TQ
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4   測定指標と目標
当社では、TNFDのコアグローバル指標に基づき、重要な依存・影響関係およびリスクと機会を管理しています。また、直接操業において重要な影響関係があると
評価された水資源および水質汚染リスクについては、3 戦略のリスク分析の結果を反映し「重大な環境法令違反・環境事故ゼロ」「用水循環率の高位安定」を目標に
掲げて取り組みを行っています。

［指標 ： 重要な依存・影響項目に関するTNFDコアグローバル指標］

No. 自然変化の要因 指標 当社の開示内容（直接操業：製鉄所）

C2.1 汚染／汚染除去 排水量 放流先別の排水量（m³）   データブックP.24

C3.0 資源の使用／補充 水不足地域からの取水量と消費量 水不足地域に位置している拠点なし   データブックP.24

水源別の取水量および消費量 （㎥）

［指標 ： リスクと機会に関するTNFDコアグローバル指標］

No. カテゴリー 測定指標 当社の開示内容（直接操業：製鉄所）

C7.2 リスク 自然に関連する負の影響により、その年度に受けた相当の罰金／科料／訴訟の記述とその金額 なし

C7.3 機会 関連する場合には、政府又は規制当局のグリーン投資分類法、あるいは第三者機関である産業界又はNGOの分類法を参照
し、機会の種類別に、自然関連の機会に向けて投入された資本支出、調達又は投資の金額

14億円（製鉄所美化・緑化費用）
 P.90

［目標および実績：重要な依存・影響項目、リスク・機会を管理するための目標と実績］

対象 指標 目標 進捗の管理方法 2025年度の実績

水質汚染 重大な環境法令違反・環境事故 ゼロ 連絡・通報制度の整備、社内監査・ヒアリング ゼロ

水資源 用水循環率 高位安定 社内監査・ヒアリング 循環率 約90％   P.106
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安全の取り組み

全社共通遵守事項安全6則
当社は、安全に作業を行う上でもっとも大切なルールとして、

「全社共通遵守事項安全6則」を定めています。この「安全6則」は、
過去に発生した災害において、被災した場合に重篤化する可能
性が高いリスクを回避するために定められています。6則違反の
作業状況や実際の災害事例をまとめたガイドブックを作成し、当
社社員や協力会社従業員の方の「安全6則」に対する理解を深め
るとともに、安全作業標準遵守の意識付けと管理者の指導強化
へつなげ、標準遵守をベースとした業
務マネジメントを推進しています。

作業前TBM（ツールボックスミーティング）による 
安全確保
作業を安全に行うためには作業手順や作業者の役割分担を決

めてから作業することが大変重要です。定常的に行われる作業
は作業標準が定められていますが、低頻度や突発的に発生する
非定常の作業では作業標準が決められて
いないことが多いです。非定常作業の前
には作業前にTBMを実施してから作業を
開始しますが、そのやり方は様々です。当
社は、TBMを実施するにあたってのポイン
トや、TBMやKY（危険予知）の実施例を紹
介した「TBMガイドブック」を作成し、作業
の安全確保を進めています。

当社グループは、「安全と健康は、すべてに優先する最も大切な価値であり、事業発展を支える基盤である」との理念のもと、安全・環境・防災最優先の原則をはじめとする
「当社ものづくり価値観」を堅守してすべての活動に取り組んでおり、労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）のレベルアップを図りつつ、安全で安心できる職場づくりを進めています。
安全衛生方針は当社だけでなく関係協力会社に対しても適用されます。

災害リスクの徹底排除・効果的施策の早期横展開

当社は、リスクアセスメントを推進し、新規プロジェクトの計画
時および既存のプロジェクトについては定期的に安全性のリス
ク評価を実施、事故の未然防止とリスクの軽減に努めています。

2025年の安全成績は、休業災害件数は当社従業員*14件、協
力会社11件（内、死亡災害件数：当社1件、協力会社1件）、総合
休業災害度数率は0.08（国内鉄鋼業平均1.02）となりました。
安全の取り組みとしては設備の自動化・遠隔化による高リスク
作業の作業レス化を中心とした設備の本質安全化、操業最適化
支援等を通じたヒューマンエラー対策の推進を行い、また見守り
カメラやヘルメットカメラの導入、GPSによる作業者の位置情報
把握等ITやAI等を活用した操業支援による安全対策にも積極的
に取り組んでいます。また、類似災害防止に向けた災害分析も適
切に行い、効果的な取り組み事例の早期横展開を図っています。

2026年の安全衛生目標としては、死亡災害・重篤災害ゼロ、
総合休業災害度数率0.10以下を掲げており、引き続き安全な職
場環境を目指して取り組みを強化していきます。

*1  当社従業員：当社に雇用されているすべての者（当社が受け入れた出向社員、アルバイト
社員・パート社員等の臨時又は非常勤の者を含む）および当社に派遣されている派遣社
員が含まれます。

休業災害
度数率 ×1,000,000

休業以上の災害件数

のべ労働時間数

第三者機関による認証取得

当社は2018年3月に制定されたISO（JIS Q）45001の取得を全
事業所で完了しました（2024年3月）。

ISO（JIS Q）45001認証登録証
（瀬戸内製鉄所 阪神地区）

取得実績

2019年度 関西製鉄所和歌山地区

2020年度 関西製鉄所大阪地区（尼崎・大阪）、
名古屋製鉄所、九州製鉄所大分地区、
東日本製鉄所鹿島地区

2021年度 東日本製鉄所直江津地区、君津地区、
北日本製鉄所室蘭地区、
瀬戸内製鉄所広畑地区

2022年度 北日本製鉄所釡石地区、
九州製鉄所八幡地区

2023年度 瀬戸内製鉄所阪神地区

1

 
 

 

全社共通遵守事項 

安全６則ガイドブック 

日本製鉄株式会社 

日本製鉄株式会社 安全推進部 

許許可可ななくく当当社社ググルルーーププ外外へへのの  

開開示示、、おおよよびび複複製製をを禁禁止止ししまますす  

 

ート

2025年の休業災害度数率

0.10以下目標0.08

［2025年の休業災害度数率］

当社 0.08

国内全産業*2 2.01

国内製造業*2 1.33

国内鉄鋼業*2 1.02

国内鉄鋼業（日本鉄鋼連盟加盟企業）*2 0.38

世界鉄鋼業（世界鉄鋼協会加盟企業）*3 0.64

*2（一社）日本鉄鋼連盟「2025年版安全管理概況」
*3 世界鉄鋼協会「Safety and health 2025 metrics report」

詳細はこちら  データブックP.31

 
 

 

 

 

全全社社ＴＴＢＢＭＭ  

ガガイイドドブブッックク  
  

  
  

日日本本製製鉄鉄株株式式会会社社  

安安全全推推進進部部  

許可なく当社グループ外への 

開示、および複製を禁止します 
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COLUMN eラーニングを活用した危険予知訓練

災害を撲滅するためには、組織的な安全管理水準を向

上させることに加え、作業者一人ひとりが危機意識を持

ち、行動を改善していく必要があります。危険を認識する

能力を高めるため、製造現場で働く当社社員や協力会社の

作業者一人ひとりを対象にしたｅラーニングによる危険予

知訓練を継続的に実施しています。この訓練はスマホで行

うことも可能にしており、いつでもどこでも実施できます。

「あなたは、ミニショベルに乗った
同僚とともに、スコップでコンク
リートのガラを片づける作業を
行っています。どのような危険が
あり、どのような対策が考えられ
ますか？」

安全衛生に関するマネジメント体制 他
https://www.nipponsteel.com/csr/sdq/safety.html

安全教育

製造現場の新任管理者に対する安全衛生教育（対象者全員受
講。2025年度112名受講）や現場作業における危険を疑似体験
させる危険体感教育（VRを用いた体感装置も活用）をはじめ、事
故の未然防止に向けた教育の充実を図っています。また当社グ
ループおよび主要協力会社の安全衛生担当者を対象にした安全
衛生教育（2025年度：67名受講）を毎年開催し、当社の安全衛生
活動、安全衛生内部監査等の安全衛生管理手法の実施要領、AI

の活用事例の共有、安全衛生関係法令に関する知識の習得の強
化を図っています。

ライン管理者研修 危険体感教育
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企業理念である「信用・信頼を大切にするグループであり続ける」ことを防災面において実現するために、地域、社会、お客様の信頼を損ねるような防災事故を起こさないよう、安全・環境と同様、防
災も最優先として取り組んでいます。防災目的の設備対策の推進、防災上想定されるリスクへの予防対応および発災時における迅速かつ適切な初動対応により重大な防災事案「0」件を目指します。
また近年、発災頻度、規模が拡大する様相の自然災害に対する設備的対応と訓練による備えをグループ全体で継続的に取り組むことで、安心、安全で安定した生産活動を目指します。

防災リスク低減に向けた活動

当社の防災活動は、
① 防災法令の遵守とリスクアセスメント活動による事故の未然防
止対応
② 発災事案の再発防止対策の徹底と発災時の減災に向けた現場
での適切な初動対応の強化
③防災管理活動の実行状況を定期的にモニタリング

各製鉄所の製造現場を主体とした自律的な防災活動の確立を目
指して取り組みを継続している

［具体的取り組み］

1   防災法令遵守
  防災法令に基づく体制の整備と適切な防火対応の実行

  発災時に効果を発揮するための防災設備の点検と維持管理

2   防災リスクアセスメント 
（顕在リスクの低減対応と潜在リスクへの未然防止対策）

  全社ガイドラインに基づく製造現場でのリスク抽出、評価、残存リスク管理、
恒久対策の立案等リスクアセスメントによる予防対応

3   再発防止対策
  3重の対策（再発防止、予兆検知と傾向管理、発生時の減災対策）を 
基本とした設備対策

  事故の風化防止（過去の防災事故パネルの教育施設内掲示、 
研修での防災語り部講話等）

4   初動の強化
  発災を想定した実訓練での初動手順の確認 
（全工場の職場単位で実践的訓練を計画的に実施、夜間休日想定の訓練、
高所を想定した訓練、グループ会社を含む合同訓練等）

  消防署と連携した自衛消防組織の消火技能の向上 
（消防署との合同訓練、指揮者教育等）

5   地震・津波対策の推進および自然災害に対する 
減災への取り組み

  地震対策として、 ①人的被害防止、 ②二次被害防止（津波対策、耐震補強
等）、③生産維持対策（BCP）を推進

  自然災害発生時の減災に向けた、緊急対策と避難の手順整備、想定訓練

（例） 南海トラフ地震の想定見直し 
2025年7月津波警報・注意報に対する初動の総点検

6   防災監査
  製鉄所防災部門による工場モニタリングにより、製造現場の防災対策の 
維持管理状況を確認

  本社防災部門による各製鉄所の防災マネジメント取り組み状況の確認

7   製鉄所の保安力向上に向けた第三者モニタリング
  保安力向上センター*2による製鉄所の審査

8   グループ会社防災マネジメント
  防災マネジメント連携強化に向けた定期的な情報共有会議を開催。防災リ
スクを有するグループ会社を個別に監査

*2 特定非営利活動法人 保安力向上センター

災害の未然防止と減災対応に向けた取り組み

1

防災法令遵守（消防署による立入り検査）

防災リスクアセスメント（管理者によるパトロール）

初動の強化（消火栓の放水訓練）

［当社の防災設備対策の考え方
（3重の対策）］

*1  死亡災害又は月単位で生産影響の
あった災害

2025年の重大防災事故*1件数

0件目標1件

重大防災事故件数の実績はこちら
 データブックP.32

直接原因への対策
予防対策

事故の予兆検知、傾向管理。
発生した場合の早期検知

減災のための設備対策
被害拡大抑制の対策
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品質マネジメントは、お客様に信頼され満足して頂ける製品・サービスを提供する上で最も重要な活動です。当社グループでは、「品質は、安全、環境、防災とともに生産より優先する」との
位置付けを明確化し、製造・サービスに関わるすべての社員が、品質向上のために品質管理および品質保証に取り組んでいます。

当社グループの品質保証の基本方針

当社は日本鉄鋼連盟の品質保証体制強化に向けたガイドライン
に則り、品質コンプライアンス（法令・ルール遵守）教育の強化、品
質リスク低減への取り組み、品質監査による品質リスク抽出を基本
方針として、当社グループ内に展開しています。また、品質保証に
関する課題について、品質担当の代表取締役副社長を委員長とし
た品質保証委員会で課題を共有化し、改善に向けた取り組みを確
認して品質保証の維持向上に努めています。

品質保証体制強化に向けた活動

当社の品質保証体制は、製鉄所、品種事業部並びに海外も含
めたグループ会社の自律的な品質保証活動を基盤としています。
品質保証部は、製鉄所・品種事業部と連携して、品質コンプライ
アンス教育、行動リスク低減活動、品質監査による品質リスク抽
出と是正を推進しています。品質に関連する事例情報を速やか
に全社に共有化し、抽出した課題の標準化・システム化・自動化
により確実に対策を講じ、現品の識別管理強化と試験・検査信
頼性向上に取り組んでいます。

［具体的活動］

1.品質コンプライアンス教育
当社と海外も含めたグループ会社を対象に品質コンプライアン

ス教育を行っています。法令を遵守することの重要性、製品や自
分たちの仕事が社会に与える影響、品質リスクマネジメント、規程・
標準類等の教育をはじめ、社内外で起こった品質不適切事案を題
材に、全員参加のグループ討議も行っています。また品質eラーニ
ングや現地での品質講演会を実施し、品質コンプライアンス意識の
醸成に努めています。

4.品質マネジメントシステム・標準化活動
品質マネジメントシステム
当社は、全製鉄所でISO9001認証を取得しており、この品質マ 

ネジメントシステムの運用により、お客様に製品・サービスを提供
するプロセスを管理しています。事業所単位の品質方針の明確化
並びに継続的な品質改善活動を進めています。
日本鉄鋼連盟が定めた『品質保証体制強化に向けたガイドライ

ン』の浸透・定着化を推進し、日本製鉄グループ全体の品質保証レ
ベル向上を図っています。

標準化活動
当社は、鉄鋼に関連する国内・海外規格（JIS･ISO･ASTM）につ 

いて、日本鉄鋼連盟の標準化活動への参画によって適用規格の改
正、官民連携した鉄鋼製品の標準化を推進し、鉄鋼製品の標準化・
規格化活動に貢献しています。この活動参画による仕組み作りを
通して、標準化・規格化に関わる人材育成も推進しています。

2

［品質eラーニング］ ※海外グループ会社は5カ国語で作成・配信

［品質保証教育・品質講演会］

海外品質講演会（インドネシア）

品質基本行動5則の周知

グループ討議演習（インドネシア）

心理的安全性の重要性

品質監査（ライン操業管理室） 品質監査（コイル置場）

2.行動リスク低減活動
過去の品質事案の原因分析から、品質に関わる社員が守るべき

基本ルールを品質基本行動5則として定め、職場内掲示や作業前
の唱和等を通じて浸透・定着を図り、業務品質の向上に取り組ん
でいます。また試験・検査の信頼性向上に関して、受注処理から出
荷までの各プロセスについて、品質設計システム、データ自動取り
込み、識別管理システム、完成品品質判定等の仕組みを導入して、
人による介入リスク低減対策に取り組むとともに、「品質は生産に
優先する」を現場に徹底することで、現場作業者の心理的安全性
の確保等のマネジメントの強化を含め、更なる品質保証活動の活
性化に取り組んでいきます。

eラーニング受講者 2025年度 73,912名

2025年度品質監査実績

製鉄所・地区 33回 グループ会社事業所 58回

1．定常業務 遵守事項
作業手順を確認し、手順書通りに 
作業する。口頭指示による作業は 
行わない。
「ちょっと待て 仕事の前に 手順ヨシ！」

2．変化点管理 遵守事項
変化点（初めて、変更、久しぶり）では
手順を見直す。
「気をつけよう、初めて・変更・久しぶり」

3．試験・入力作業 遵守事項
試験・検査は正しく実施し、記録を 
残す。ダミー入力で工程を進めない。
「実績は 記録正しく 修正無用」

4．品質異常対応 遵守事項
品質異常を見つけたら、迷わず 
作業を止めて相談し、報告する。
「異常 逸脱 見つけたときは すぐ相談」

5．現品照合 遵守事項
現品は一品一葉で照合する。 
まとめ作業は行わない。
「照合は 一品一葉 確実に」

［品質基本行動5則］

3.品質監査
お客様からの信頼を高めるために、品質保証部は当社およびグ

ループ会社の品質監査を定期的に実施しています。監査は、本社品
質保証部が行うことに加え、製鉄所ごとに認定された監査員により
実施される自律的監査の体制の強化に取り組んでいます。更に
ISO9001、JIS認証等の外部審査での指導を真摯に受け止め、改善を
進めることで品質マネジメントシステムの信頼性を高めていきます。
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当社は、持続可能な社会に対応した鉄鋼製品の生産と供給を実現するため、原燃料、設備・資材の調達からお客様までのサプライチェーンのあらゆる場面で、
安定調達や安定生産・出荷に向けた様々な取り組みやDX（デジタルトランスフォーメーション）を進めています。

持続可能な調達への取り組み

グローバル経済の発展のもと、競争力あるものづくりを安定
的に確保・維持するために、戦略的な調達活動が求められてい
ます。
一方、サステナブルな社会の実現に向け、自社だけではなく、

サプライチェーン全体で社会的責任を果たしていく必要性もます
ます重要となっています。当社ではこうした流れのなか、競争力
のある鉄鋼製品の安定供給を通じて、お客様の発展、経済の成長
と豊かな社会の実現に貢献するべく、鉄鋼製造を支える原燃料、
資機材の調達を実施しています。
原燃料調達に関しては、鉄鋼製品の生産に必要な鉄鉱石、石
炭を中心に1億トン規模の原料を製鉄所に安定供給するべく、
オーストラリア・北米・南米・南アフリカ等世界各地のサプライ
ヤーから調達を行っています。また、資機材の分野においては、
高炉等の巨大設備から事務用品等まで、約100万品目を数千社
から調達していますが、サプライヤーとの対話を通じて信頼関係
を構築するとともに、将来の社会構造を見据えた安定調達に取
り組んでいます。更に「パートナー表彰」や「パートナーズアン
ケート」を毎年実施し、サプライヤーの皆様との連携強化を行っ
ています。

2020年7月にはサプライヤーを含めた取引先の皆様との連携・
共存共栄関係の構築を目的とした「パートナーシップ構築宣言」
も行っています。
また、2024年4月1日付で制定した「日本製鉄グループ人権方
針」に基づき、人権尊重に最大限配慮しつつ、高い倫理観をもっ
た調達活動を引き続き展開しています。

調達活動における環境負荷低減への配慮

当社は、ライフサイクルアセスメントの思想に立って、サプライ
チェーンの様々な場面で環境負荷低減に取り組んでいます。特に
化学物質の管理強化の要求がますます高まるなか、カドミウム等
20の有害な化学物質群について、お客様・サプライヤーと連携し
て管理基準を定め、梱包材を含めた調達品や製品中の環境負荷
物質を管理する体制を整備しています。
関係法令、日本経済団体連合会「企業行動憲章」に定められて

いる適正な購買取引方針等を踏まえ社内規程化し、資源保護、環
境保全等への十分な配慮を怠らないことを、購買取引の基本方
針の一つとして取り組んでいます。また当社は、グリーン購入の
取り組みを促進するために1996年に設立されたグリーン購入
ネットワーク（GPN）に発足当時から参加しています。

［設備・資材の調達基本方針］

1   法の遵守
2   機会均等
3   パートナーシップの構築
4   情報の公平な開示と迅速な取引手続き
5   資源保護・環境保全等への充分な配慮
6   機密の保持

パートナーシップ構築宣言について
https://www.nipponsteel.com/news/20200731_100.html

日本製鉄グループ 人権方針
https://www.nipponsteel.com/csr/common_2021/file_2021/csr/human/humanrightspolicy.pdf

品質保証に関する有害物質管理について
https://www.nipponsteel.com/csr/customer/support.html

4

パートナー表彰 授与式
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生産安定化に向けた取り組み

当社は、特に影響の大きい高炉やコークス炉も含め、重点的に
生産安定化に取り組んでいます。また、足元では低位の出銑比が
継続しており、こうした状況下での操業設計のつくり込みにも注
力しています。このような生産安定化の取り組みにおいては、DX

関連ソリューションを幅広く活用しています。
例えば、機械装置の異常を把握しトラブルを未然に防ぐケース

においては、従来はマンパワーによる定期点検で確認していまし
たが、今では大量の無線振動センサを取り付けることで24時間  

監視できるようになり、異常の把握や対応が迅速に行えるように
なりました。加えて、収集したデータを一元管理し、AIや機械学
習等で解析することにより、更に付加価値の高い情報を得ること
が可能となってきました。
また高炉においては、炉内の状況は把握が困難であるため、熟
練したオペレーターの勘と経験に頼るケースが散見されていま
したが、現在では、高炉炉体に設置したセンサから温度、圧力、
ガスの分布状況等を1秒単位で計測し、3次元画像で炉内の状況
を再現する技術を用いることで、高炉操業の安定化と生産効率
の向上を図っています。また、こうしたシミュレーションによっ
て将来の操業状態を予測し操業を最適化するような自動制御に
も取り組んでいます。
加えて当社では、お客様の要望に沿った製品を納期通りにお
届けするため、営業全体を総括管理する本社部隊が販売と生産
の状況を把握しつつ全社の製品製造計画を立案し、日々調整して
います。その計画を受けた工場側の工程管理部隊は各製造拠点
の生産性等も念頭に置きながら一品一品の進捗を管理し、製品
の納期を守りつつ製造から出荷までの製造工程を最適化する取
り組みを行っています。

国内物流の一貫効率化

物流の2024年問題等、国内物流の担い手不足の問題が顕在化
するなか、当社グループでは、日鉄物流において一貫で管理・統
括する部門を新設し、更なる物流の効率化に向け、一貫物流総合
管制およびDX推進人材等の企画機能の集約を進めています。
具体的には、物流管制センターにて、最新の国内物流管制シス

テムを活用し、内航船の位置情報や製鉄所の岸壁荷役の進捗率、
中継基地の在庫状況といった内航船の配船や管理に必要な情報
を一元化し、リアルタイムでのモニタリング・オペレーションを実
行しています。また、全社横断でのトラック輸送情報の管理・統
括調整を進め、当社の主要輸送手段である内航船・中継地・ト
ラック輸送一貫での効率向上に取り組んでいます。

国内物流の生産性向上

当社グループでは、北九州～堺航路で運航する鉄鋼専用RORO

船*「そうめい」（以下「本船」）の運航を開始しました。
本船は、RORO荷役方式により岸壁荷役の省人化を図るととも

に、既存の港湾インフラにおいて、新たな技術を最適に融合する
ことで積載効率と荷役効率を約3割高めています。また、船員の
働き方に配慮した様々なシステムや設備を導入しており、国内物
流の担い手不足の緩和に貢献できるものと考えています。
なお、本船は、経済産業省資源エネルギー庁と国土交通省海
事局による「内航船革新的運航効率化・非化石エネルギー転換
推進事業」において、「高能率荷役システムを導入した小型RORO

船の省エネ実証事業」として採択されています。

* トレーラーが船舶に乗降して貨物を積み降ろしするため、岸壁側のクレーンレス・荷役省
力化が可能な船舶

【高効率化】・ロールトレーラー（積載重量60t）を採用し、重量物輸送を実現
・二層式の貨物構造化→大型エレベーター（210t /回）を配備

ランプウェイから出るロールトレーラー 大型エレベーター
（一度にロールトレーラー3台）

［物流管制センター機能概要］

当社／物流部主管
日鉄物流本社内

リアルタイム・モニタリング
オペレーション
データ蓄積&解析

当社／
物流室
（本社）

需要家
（納品）

中継地在庫情報

中継地
（水切り・保管・出庫）

中継地バース情報

トラック輸送情報

気象情報
管理システム

船舶動静把握

船舶位置

内航輸送

船舶・
クレーンカメラ

製鉄所
バースプラン

船舶
フリーバランス

トラック
輸送情報

製鉄所
（出荷荷役）

物流管制センター

情報集約情報集約 Web会議

Web会議
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当社は、人材を持続的な価値創造の源泉と捉え、人的資本への投資を企業成長の中核として位置付け、人的資本経営を推進しています。

人的資本経営方針

当社グループの企業理念において「常に世界最高の技術ともの
づくりの力を追求し、優れた製品・サービスの提供を通じて、社
会の発展に貢献する」ことを掲げています。また、経営理念にお
いて「人を育て活かし、活力あふれるグループを築きます。」と掲
げ、人材育成を経営の重要な基盤と位置付け、継続的に取り組ん
できました。

こうした考えのもと、人への継続的な投資を通じて、社員一人
ひとりが持つ潜在力を最大限に引き出し、個々の専門性を高め、
自律的な成長と挑戦を促すことが、グループ全体の生産性および
競争力の向上につながり、経済的・社会的価値の創出、ひいては
持続的な企業価値の向上を実現すると考えています。

上記経営理念の実現に向け、2026年度から開始した「2030中
長期経営計画」においては、より厳しい経営環境を前提とし、国
内事業における収益基盤の一層の強化と、海外事業におけるグ
ローバル成長戦略の着実な実行により、世界No.1の鉄鋼メー
カーへの復権を目指しています。
また、国内における労働人口の減少や人材の流動化といった
社会環境の変化を踏まえ、本経営計画を確実に遂行するために
は、経営戦略と人事戦略の一体的な推進が不可欠です。
この実現に向けた人事施策として、第一に、業務刷新・効率化、
自動化・機械化、配置の最適化を推進し、生産性の向上に取り組
みます。第二に、海外で活躍できる人材の育成および人材の多様
化を進め、一人ひとりの自律的な成長を支援する取り組みを推進
します。これらの取り組みにより、個の力の強化と組織パフォー
マンスの最大化を図り、当社グループの持続的成長を支える人材
競争力の強化を目指していきます。

4

総合力世界No.1の鉄鋼メーカー

持続的成長を実現するための人材競争力の強化
～社員一人ひとりの個の力を強化、組織パフォーマンスを最大化～

経営基盤強化：最先端技術の開発推進、業務刷新・効率化、人材競争力

エンゲージメントの向上

基本理念
価
値
提
供

（
ア
ウ
ト
カ
ム
）

中長期
経営計画結

果（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
）

人事戦略
取
り
組
み（
イ
ン
プ
ッ
ト
）

①人材育成・活躍推進 ②生産性向上

［国内］
更なる収益基盤強化による収益力向上

［海外］
グローバル成長戦略の実行による飛躍的利益拡大

常に世界最高の技術とものづくりの力を追求し、優れた製品・サービスの提供を通じて、社会の発展に貢献

経済的価値の創出 社会的価値の創出

グローバル人材の育成 業務刷新・効率化、DX推進

自動化・機械化の推進、最適体制の構築人材の多様化 成長支援
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グローバル人材育成

当社は、海外重点地域における積極的な設備投資を通じて、国
内で培った技術・ノウハウを海外拠点へ移転し、海外事業の収益
拡大を図っています。こうしたグローバル成長戦略を着実に推進
するため、成長分野への人材の重点投入や海外事業への積極的
な配置・活用に加え、海外派遣を通じたグローバル人材の育成
を進めています。その一環として、米国のU. S. Steelへ100人規
模の技術者・社員を派遣し、当社の最先端の技術やノウハウの移
転と人材育成を同時に進めています。
また、これらを支える基盤として、語学を含む国際教育や派遣
前後の教育の充実を図るとともに、海外派遣の拡大を通じてグ
ローバル人材の育成基盤の強化を図っています。現在、海外派
遣者は約400人ですが、今後更なる拡大を目指しており、20代か
らの積極的な海外派遣により、早期からのグローバル経験の蓄
積を促し、将来の中核人材の育成を推進しています。

DX人材育成

当社は、業務刷新・効率化を含む生産性向上施策の実行を通
じて、社員一人ひとりの個の力を強化し、組織パフォーマンスの
最大化を目指しています。その一環として、「データサイエンス教
育」と「デジタル・マネジメント教育」の両面からDX人材育成に取
り組んでいます。

 P.65 「DX人材育成」

人材育成方針

当社の人材育成が目指す到達点は、企業理念と社員行動指針
を理解し、実践できる人づくりです。これを念頭に各社員が主体
的に自身の能力開発に励むとともに、部下の育成にも積極的に取
り組むこととしています。
当社の人材育成の基本は、上司と部下が業務に関して日々の対
話を重ねながら、物事の判断基準や座標軸、そして具体的な業務
スキルを伝えていくものです。それを全社員に明示し、共有する
ために、「人材育成基本方針」を定めています。

また、企業理念や経営戦略を踏まえた組織戦略をもとに、人材
育成を効果的に実行し定着していくために、「人材育成PDCA」を
定めています。個人別の育成計画を策定し、上司・部下間のアサ
インメント・コミットメント（アサコミ）シートによる対話を基軸と
したOJTを行っています。2025年度からは、対話の実効性の更
なる向上を企図してアサコミシートを見直すとともに、上司・部
下間の１on１ミーティングも開始しており、上司・部下間の対話
の質・頻度を更に高めることで、社員の主体的・自律的な能力の
伸長と最大発揮につなげています。こうした仕組みを通じて、各
組織の戦略を遂行できる人材を計画的に育成しています。

人材確保の取り組み

近年、人口減少に伴う採用競争の激化や、個人のキャリア観
の多様化、労働市場の流動化等、事業環境は大きく変化してい
ます。こうしたなか、当社の経営戦略を実現する上で、人材の確
保および従業員の更なる活躍推進は極めて重要です。
当社では、これまで実施してきた安定的な新卒採用について、

インターンシップの拡充やワークショップの新設、工場見学イベ
ントの拡大等を通じ、更なる強化を図っています。加えて、高い
専門性を有する博士人材の採用や、アルムナイ採用を含む経験者
採用にも積極的に取り組んでいます。更に、2024年度からはリ
ファラル採用に対する社員紹介手当を新設する等、採用手法の
多様化を推進しています。また、学生等の求職者に加え、幅広い
世代における当社の認知度向上を目的として、CMや広告といっ
た広報施策も展開しています。これらの取り組みに加え、2024

年度以降は継続的に初任給の引き上げを実施しており、従業員
の処遇については、足元の物価上昇を上回る給与改定を3年連
続で行いました。
引き続き、製造業トップクラスの処遇水準を維持することで、
経営の最重要課題の一つである人材の確保および活躍推進、並
びに従業員の更なる定着を目指しています。

［人材育成基本方針］

1   人材育成は仕事そのものであり、人材育成において上
司の役割は重要である

2   一人ひとりが更なる成長を目指し、自らのたゆまざる
研鑽に努める

3   人材育成の目標と成果を上司と部下が具体的に共有
する

4   人材育成の基本はOJTであり、それを補完するのが
OFF-JTである

単位 2023年度 2024年度 2025年度

教育訓練時間
実績

時間/人・年
［万時間/年］

35
［99］

33
［94］

30*
［97］

*国内グループ会社の再編影響

多様な人材の確保 人材育成

過去3年間の
累計

2025年度

2024年度

2023年度

100806040200

■キャリア採用 ■アルムナイ採用 ■ポスドク採用

23年度～の過去3年間で、
累計80名を超える経験者
採用を実施

［経験者採用数の推移］
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成長支援

社内対話・コミュニケーションの促進や、中堅・若手社員の海
外派遣等の挑戦・成長の機会付与等、従業員のエンゲージメント
向上施策を強化しています。加えて、社員が自律的に学ぶオンデ
マンド学習メニューを拡充しており、各人の成長意欲をサポート
しています。
配置・育成施策としては、2023年度下期から社内公募・社内

起業制度を開始しています。
社内公募では従業員のキャリア形成を支援するとともに、新し

い視点やスキルを持つ人材が異動することにより、組織全体の活
性化につなげています。また、社内起業では起業を通じた人材
の育成に加えて、既存の枠組に囚われず新しい仕事にチャレンジ
する風土の醸成等を意図しています。

操業・整備系人材育成

操業・整備系人材は、入社から定年退職にいたるまで、長期雇
用を前提として、鉄鋼製造・整備に関する技術・技能を弛みなく
蓄積し、当社の現場力を根幹から支えています。円滑に技術・技

能を伝承していくことが必須であり、入社した従業員全員を一人
前に育て上げる仕組みを構築しています。具体的には、習得すべ
き技能の一覧を技能マップとして明確にした上で上司と部下が対
話し、具体的な育成計画を作成・実行しています。個人別OJTを
中心に育成を実施しており、その進捗に基づき育成計画の修正・
実行を繰り返すという人材育成のPDCAを回しています。
個人別OJTを補完するOFF-JTについても、日本製鉄の従業員と

して最低限習得すべき技能・知識を全社標準体系として階層ごと
に整理し、全社統一的に実行しています。そのなかで、現場発の
知恵（=現場技術）の創出力を一層引きあげていく職場リーダー
教育や、高齢層が健康かつ意欲高く働き続けるためのモチベー
ション維持・向上施策等も推進しています。採用ソースの多様化
（女性・経験者採用等）にも取り組んでおり、人権啓発・ハラスメ
ント防止等を通じて、多様な人材が意欲を持って協働できる職場
風土の構築を推進しています。

人事処遇制度

当社の人事処遇制度は、すべての従業員が入社から退職まで、成
長への意欲を保ちながら職務に精励するためのインセンティブとし
ての機能を有しており、日々の上司・部下間での対話を通じ、一人
ひとりの能力・成果について、人材育成施策と一貫した公正な評価
を行い、毎年それらを的確に処遇に反映する仕組みとしています。

操業・整備系研修体系
https://www.nipponsteel.com/csr/human/development/operator.pdf

役割・役職に応じた研修

上司力強化セミナー

新任課長研修

ライン長候補者研修

係長フォロー研修

上級ビジネスリーダーセミナー

グループ会社幹部セミナー

ビジネスリーダーセミナー

係長候補者研修

新任主幹研修

新任主査研修

管
理
職

担
当
者

重点課題推進のための教育施策 部門・個々人のニーズに
応じた選択型研修

ライン長育成
 管理者の役割・責任理解
 組織・業務マネジメント
 リスク管理 等

経営人材育成
 経営・組織マネジメント
 事業管理スキル（財務、経営戦略）
 グローバルマネジメント 等

担当者育成
 年次に応じた役割理解・マインド醸成
 論理的思考力・問題解決力
 コミュニケーション（伝える力・聞く力・巻き込む力） 等

ミドルマネジメントセミナー

DEI グローバル DX推進

女
性
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
デ
ザ
イ
ン
カ
レ
ッ
ジ

海
外
派
遣
者
ト
ッ
プ
研
修

海
外
赴
任
者
研
修
・
帯
同
家
族
研
修

英
語
ア
ド
バ
ン
ス
ト
コ
ー
ス

ア
ド
ミ
担
当
者
研
修

英
語
／
現
地
語
研
修

留
学
派
遣

D
X
管
理
者
研
修

D
X
実
務
者
研
修

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル
研
修

／

財
務
系
研
修

法
務
・
知
財
セ
ミ
ナ
ー

等

技
術
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

／

技
術
ス
キ
ル
研
修

技
術
講
座

 

部
ニ
ー
ズ
研
修

／

各
部
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
企
画
実
行

スタッフ系研修体系

社
員
区
分
変
更
者
研
修

5年目報告会

コーチャー研修

3年目報告会

2年目研修

新入社員研修

5年目研修

グローバルグループ成長のための
3ステップ

レベルアップ研修

実務中核者研修

若手フォローアップ
研修

新入社員研修

実務中核者研修上級

エリアグループ

職場実践力向上
研修上級

職場実践力向上
研修

ワイドエキスパートグループ

自立

創像

鍛錬

「鍛錬」 入社後数年間で、各専門分野での基礎を徹底して学ぶと同時に、一
つひとつの実践の場を通じて社会人としてのマナーと仕事を行う
上での基本の型を習得します。

「創造」 まとまりのある業務を最初から最後まで一貫して遂行し、実務遂行
能力を養うことと合わせて、各自が自分の専門分野での軸をしっか
り定め、創りあげます。

「自立」 自らの責任で業務を推進する経験を重ね、チームをまとめてけん引
する力を養うと同時に、部下・後輩の育成にも目配りできることが
重要であり、これらを経て独り立ちしていきます。

D
X
ス
キ
ル
研
修

／

新入社員研修

エ
キ
ス
パ
ー
ト
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト
育
成

シ
チ
ズ
ン
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
テ
ィ
ス
ト
育
成

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
ユ
ー
ザ
ー
育
成

 必須型  選抜型  公募型
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人材育成



当社は、DEIへの積極的な取り組みを通じ、多様な従業員が誇りとやりがいを持って活躍できる企業を実現します。

基本方針

多様な従業員が、生産性高く、持てる力を最大限発揮し、誇り
とやりがいを持って活躍できる企業を実現することをDEIの基本
方針とし、経営の重要課題の一つとして各種施策に取り組んでい
ます。

DEIに関する施策は、拡大・深化しながら着実に進捗しており、
様々な課題・ニーズに対して更に広く柔軟に対応するために、3

つの包括的な「ベース領域」として整理し、取り組みを強化してい
ます。
また、この取り組みを促進する専任組織として「DEI推進室」を設
置しており、各種施策の進捗や、総合指標としてのワークエンゲー
ジメントスコア等を、毎年、経営会議等の場で報告しています。

多様な働き手・働き方

長時間労働の抑止
多様な人材が最大限に能力を発揮できる職場を実現するべく、
適切な労働時間管理のもと、長時間労働の削減に努めています。
これを通じて、より効率的で、より付加価値の高いアウトプットに
つながる業務マネジメント・働き方への取り組みを進めています。
年間総実労働時間については、平均2,000時間未満とするこ

とを目標として設定しています。

柔軟な働き方・休み方の実現
個々人の能力を最大限発揮するという観点から、多様な属性・
事情を抱えるすべての人材が、有限である時間を最大限有効に
活用し、より柔軟で多様な働き方を追求するべく、勤務制度の拡
充を進めています。具体的には、テレワーク制度の活用や、就業
必須の時間帯であるコアタイムを廃止したコアレスフレックス対
象職場の拡大、育児・介護等のため短時間勤務を利用する社員
について、フレックス勤務の適用を可能とする制度改定等を行っ
てきました。
また、個々人の事情やライフステージに合わせた柔軟な休み方
の実現に向けた環境整備も進めています。
年次有給休暇について、半日単位での取得も可能としていま

す。また、事業所単位で年休取得奨励日を設定し、本社において
は主に8月の金曜日を対象に5日程度の
「エコ年休」を設定して会議等の設定を控
える等、休みやすい環境づくりを行って
います。
育児休業については、法定を上回る期
間の制度としている他、個人ごとに積み
立てている失効年休（福祉休暇）を充当
することにより、有給での休業とするこ

［従業員の状況（単独）］

男性 女性 計
従業員数（2026年3月末） 28,968名 3,134名 32,102名

採用人数（2026年4月） 356名 79名 435名

平均勤続年数（2026年3月末） 19.9年 15.1年 19.5年

平均年齢（2026年3月末） 41.7歳 37.4歳 41.3歳

離職率*（2025年度） 1.4% 2.3% 1.5%

* 全在籍者に対する自己都合退職者の割合

DEI（ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン）

とも可能としています。加えて、配偶者が出産した男性従業員全
員に、育児休業・育児関連休暇の取得を個別に推奨する取り組
みを進めています。
また、仕事と介護の両立支援として、介護休業や介護休暇の制
度はもちろん、福祉休暇を介護事由にも活用可能としています。
福祉休暇については、育児（高校卒業までに拡大）・介護の他、
私症欠勤、ボランティア、不妊治療に加え、妊婦検診とその付き
添い、妊娠期体調不良、リカレント教育（学び直し）等での利用も
可能としています。リカレント教育については大学等の教育機関
における学位取得等のため休職制度も設けています。

多様な働き手
当社は障がい者雇用について、行動計画を策定し、雇用促進と
働きやすい職場環境の整備を計画的に進めており、2007年には
特例子会社を設立し、雇用機会の更なる拡大を図ってきました。
また、高齢者の活躍推進にあたっては、労働力人口の減少や年
金支給開始年齢の引き上げへの対応に加え、当社現場力の維持・
向上の観点から、2021年度に世の中に先駆け定年年齢を65歳へ
引き上げ、65歳まで一貫した雇用形態のもとで連続性ある処遇
制度（給与・賞与）を整備しています。

更に、LGBTQを含む多様な背景を持つ社員が安心して働ける環
境づくりにも取り組んでおり、2026年4月から、性的指向や家族
形態にかかわらず社内制度の利用を可能とする「ファミリーシッ
プ制度」を導入しています。合わせて、社員が自認する性別に即し
た通称名を業務上使用できるようにしています。

多様な働き手・働き方

多様な人材の活躍機会支援
 障がい者
 高齢者
 LGBTQ

 育児（男／女）
 介護
 妊娠・出産

基盤整備

健康推進
組織風土醸成・風通し改善（ハラスメント防止）

エンゲージメント向上

ジェンダー平等

ジェンダーギャップ解消
 キャリア支援
 上司・同僚理解

障がい者雇用率実績 （2026年6月時点）

2.83%
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今後は制度の実効性最大化に向けた取り組みを加速するべく、
男性育児休業の取得日数拡大や、休暇・休業取得支援の取り組み
（多能工教育等の職場運営、人員補充推進等）を進めていきます。

［働き方・休み方に関する実績（2025年度）］

1カ月当たりの労働者の平均残業時間 25.3時間

有給休暇取得率 81.5%

年次有給休暇の平均取得日数 16.3日

育児休業利用者数・取得率
男性952名（88%）
女性200名（100%）

育児休業取得後の女性従業員の復職率 99.2%

育児短時間勤務制度利用者数 305名

介護休業・休暇制度利用者数 34名

介護短時間勤務制度利用者数 6名

福利厚生
従業員の様々なライフステージをサポートし、仕事と生活の調
和の取れた働き方（ワーク・ライフ・バランス）を実現するべく、
福利厚生施策にも力を入れており、寮・社宅の提供を含む住宅取
得支援やカフェテリアプラン（ワークライフ・サポート制度）等の
様々な施策で個々の従業員の生活を支援しています。

ジェンダー平等

これまでの取り組み
当社は、これまで女性従業員が働きやすい労働環境整備に取

り組んできました。具体的には、法定を上回る育児休業制度や育
児・介護等のために退職した従業員の再入社制度、配偶者海外
転勤同行休職制度、育児・介護等のために転勤が困難な従業員
に対する一時的な転勤免除措置等を導入してきました。また、出
産・育児期にある従業員が安心して交替勤務を続けられるよう、
製鉄所における24時間対応可能な保育所の設置やマタニティ作
業服の導入等の施策の充実に加え、製造現場における職場イン
フラや作業内容改善等の環境整備に取り組んでいます。

基盤整備

健康推進の基本方針
当社は「日本製鉄安全衛生基本方針」で規定している理念のも

と、入社から65歳の定年退職まで、従業員一人ひとりが心身とも
に健康で最大限のパフォーマンスを発揮しながら働き、活力あふ
れる会社になることを目指しています。

日本製鉄 安全衛生基本方針（抜粋）

理 念

1   日本製鉄グループにおいて、安全と健康は、全てに優先する最も大切な
価値であり、事業発展を支える基盤である。

2   「人を育て活かす」という経営理念の下、日本製鉄グループで働く人々の
安全と健康を確保するための努力を継続的に行うとともに、安全衛生を
通じて社会に貢献し続ける。

2019年4月1日 日本製鉄株式会社

自社保育所数
（2026年4月時点）

7カ所

自社保育所利用者数
（2026年4月時点）

131名

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画
https://www.nipponsteel.com/csr/human/diversity/target.pdf

2024年度 2025年度 2026年度

管理職の女性社員数 70名 93名 111名

これらの各種制度や環境を踏まえて、当社は女性管理職数の
数値目標等の行動計画を策定しており、キャリアを通して女性従
業員が能力を発揮し続けることを支援し、指導的な立場へのより
一層の登用も含めて、女性の活躍を推進しています。

採用と定着率の向上
当社はより一層のジェンダー平等に向けて、女性の採用拡大
に取り組んできました。また、女性従業員向けにキャリアアセス
メントを継続的に行い、個々人の事情を把握の上、柔軟な配置・
育成を検討すること等を通じて定着率の向上を図っています。

キャリア形成支援・両立支援
女性従業員について、ライフイベントを見越した育成や、積極
的な役職登用により成長機会を付与し、一層の能力発揮・伸長を
促しています。役職登用に向けた育成施策として、若手社員向け
に女性先輩社員との交流を目的とした双方向のオンラインセミ
ナーを、中堅社員向けにはキャリア研修を実施しています。
また、男性・女性にかかわらず仕事と家庭生活を両立しやす
い職場風土醸成のために、関連する制度内容を紹介したパンフ
レットや、上司・本人向けのライフイベントに関わる対応ガイドの
充実化を図り、社員へのサポートを行っています。更に、上司で
ある管理職に対してもアンコンシャス・バイアス、ダイバーシティ
マネジメントに関わる教育を行っています。

女性採用比率実績 （2026年）

事務

47%

技術

18%

全体

18%

操業整備系

9%

スタッフ系

（年）202620252024202320222021

50

40

30

20

10

0

(%) ■事務系 ■技術系 ■操業整備系

27

16

8

32

19

10

33

17

7

36

17

11

44

17

11

47

18

9

［女性採用比率の推移］
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からだの健康づくり
  脳心疾患対策
健康診断結果に基づき疾病のリスクを評価・管理できる当社独

自の全社統一のシステムを構築し、リスクに応じた保健指導の実施
や検診頻度の決定等、脳心疾患に対するきめ細かな対応を図って
います。また、生活習慣改善を進めていくため、健康保険組合と連
携して実施する特定保健指導について、目標値を設定し受診勧奨
を行うことで、保健指導の実施率向上を図っています。

特定保健指導実績 （2024年）

特定保健指導実施率

70%
2025年
目標実施率 90%

こころの健康づくり
従業員一人ひとりが活力あふれる会社生活を送るため、メンタ

ル不調の予防と早期発見に向けた取り組みを進めています。
各種の研修にメンタルヘルスに関する内容を織り込み、自らの

ストレスの気付きとその対処等、更に管理者に対しては部下のケ
アや組織のマネジメント、産業医・保健師の活用・連携等の教育
を行っています。
また、毎年秋に実施するストレスチェックを組織・個人への改
善指導のための指標として活用し、活力ある職場づくりに向け
て、人事部門・健康管理部門が職場と連携し、各職場や個人の課
題に応じた必要な施策を展開しています。
健康相談窓口での相談実績や、毎年6月のメンタルヘルス強

化月間に実施する「こころのeラーニング」とアンケートを通じ、 

［当社のメンタルヘルスの取り組み］

分類 実施内容

未然予防 （セルフケア）

（ラインケア）

（産業保健職によるケア）

  ストレスチェックによる気付きの提供 
新人、若年層対象の研修
  ストレスチェックの職場分析による気付きの提供
  職場での支援（上司、同僚の支援）
  管理者対象の研修
  産業保健職による研修

早期発見   定期健康診断時の問診による 
不調者のスクリーニング

  ストレスチェックによる 
高ストレス者のスクリーニング
  eラーニングによる相談希望者の抽出
  健康相談社内窓口の常設

復帰支援、再発予防   職場復帰プログラムに基づく復職支援
  円滑な復帰に向けた職場との業務設計
  産業保健職による復帰後の定期面談

がん検診受診実績 （2025年）

70%
2025年
目標胃がん検査 80%

90%
2025年
目標大腸がん検査 92%

  がん対策
年齢や性別に応じた各種がん検診（法定外検診含む）を健康診
断に織り込み実施しています。

特に発症リスクの高い胃がん、大腸がんについては、医学的根
拠に基づき、検診対象となる重点ターゲット（対象年齢・検査頻
度）を定めるとともに、検診受診率の目標値を設定し受診勧奨を
行うことで、がんの早期発見・早期治療に取り組んでいます。

メンタル不調者を早期に把握し、産業保健職が迅速に対応するこ
とでこころの健康づくりを推進しています。

［当社の健康づくりの取り組み例］

分類 実施内容

健康
チャレンジ
キャンペーン

  従業員一人ひとりが自身の生活習慣改善に2カ月間取り組
む全社施策
例  毎日8,000歩ウォーキング、朝食をしっかり食べよう

受動喫煙
対策・
禁煙指導

  2020年4月以降、建屋内禁煙化（専用室を除く）
  事業所併設の診療所等での禁煙指導やWebによる禁煙指
導を実施 
禁煙を希望する従業員に対しては産業保健職による個別
の禁煙指導を実施

ハラスメントの防止
多様な人材が最大限に能力を発揮できる職場環境の構築に向

け、ハラスメント未然防止に向けた取り組みを強化しています。
従来から、社内方針の明確化や、リーフレットの作成・配付に

よる全従業員への周知・啓発活動に加えて、新入社員から管理職
まで、節目の研修で繰り返しハラスメントに関する教育を実施し
てきました。2020年度からはこれらの取り組みに加えて、毎年
12月に「ハラスメント防止キャンペーン」を実施しています。キャ
ンペーンでは、役員以下全員を対象としたeラーニングや、風通
しの良い職場づくり等のテーマを特定した職場対話等を行って
います。
また、万一ハラスメントに関する問題に直面した場合の相談先

として、ハラスメント専用の相談・通報窓口を設置しています。
いずれの窓口においても通報や協力したことで不利益を被ら
ないように留意しつつ個別の対応をしており、調査に基づき問題
が確認された事案については、就業規則等に則り、厳正に対処し
ています。

［健康推進体制］

当
社

グ
ル
ー
プ
会
社

日
本
製
鉄

健
康
保
険
組
合

日
本
製
鉄

労
働
組
合
連
合
会

全社衛生
担当者会議

各事業所 健康推進部門
（産業医・保健師・衛生スタッフ）

経営会議

（
健
康
保
険
委
員
会
）

（
健
康
推
進
委
員
会
）

コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
の
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（
労
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協
議
会
）

全
社
年
方
針
の
議
論

健
康
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策
の
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報
告

全社健康経営企画
推進部門

（人事労政部 健康推進室）

全社健康経営
担当役員

（人事労政部長 執行役員）

全社産業医
会議

全社健康
担当室長会議
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基本的な考え方

当社グループは、世界人権宣言等の人権に関する国際規範の
もとで、多様な価値観を尊重し、円滑なコミュニケーションと協
働により個性を活かすことで、豊かな価値を創造・提供していき
ます。また、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」等に基づ
き、企業の社会的責任を踏まえて制定した「日本製鉄グループ企
業行動規範」に則り、経済のグローバル化に伴う人権問題等に十
分配慮しつつ、高い倫理観を持って事業活動を展開しています。
労働者の権利を守り、強制労働や児童労働を排除する等、あらゆ
る人権の尊重は企業活動の基本です。当社グループは国籍、人
種、宗教、思想信条、性別、年齢、性的指向、障がいの有無等に
基づく不当な差別の排除に努めています。また、海外事業の展開
にあたっては、各国特有の伝統・文化・商慣習・労使慣行等にも
十分な配慮をしています。

当社グループは、こうした企業姿勢を内外に示すため、「日本
製鉄グループ人権方針」を制定しています。なお、本方針は当社
の取締役会で承認されています。

〈当社グループ内外への対応〉
人権デューディリジェンスの実施

2024年4月1日付制定の人権方針を踏まえ、人権に対する負
の影響を特定*1し、防止又は軽減を図るための人権デューディ
リジェンスの仕組みを構築し、継続的な実施と改善に取り組んで
います。具体的には、鉱山セクターに関わる各サプライヤーを対
象*2に2024年度は5社・2025年度は25社に対して、アンケート
形式*3で実施しました。回答内容や各社開示情報等を分析・確
認した上で、回答サプライヤー向けのアンケート結果のフィード
バックや、課題が見つかったサプライヤー向けのフォローアップ
資料の提供等を行い、各社の今後の取り組み等について対話を
行っています。

2026年度はこれらのうち、取り組みの更なる充実化が望まし
いと考えられるサプライヤーに対しては、再アンケートにてフォ
ローを行うことに加えて、人権デューディリジェンスの対象サプ

ライヤーの更なる拡大に向け、対象特定のために品目、製造国、
購入金額全体に占める割合等を考慮したスクリーニングを実施
する予定です。
*1 強制労働や児童労働、労働安全衛生等のリスク

*2 購入金額全体に占める割合、品目、産出国等の観点から実施対象を検討
*3 UN Global Compact質問書を参考に作成

ステークホルダーとの対話
当社は自らの事業活動における人権に対する取り組みについ

て、社内外のステークホルダーとの対話や協議に努めています。
2025年には海外エネルギー企業を含む一部取引先との間で、

人権に関するワークショップを実施しました。本対話では、サプ
ライヤーに求められる人権対応や当社の人権デューディリジェン
スの取り組みについて意見交換を行いました。当社の取り組み
は高い評価を受けるとともに、サプライヤーとの協働による人権
対応の重要性について認識を共有しました。

日本製鉄グループ人権方針
https://www.nipponsteel.com/common/secure/topics/pdf/20240401.pdf

海外事業会社社員と当社社員との懇談会風景

当社は、人権尊重に関する基本的な考えのもと、人権侵害防止に向けた風土・職場環境づくりに取り組んでいます。

人権尊重

人権侵害防止に向けた取り組み

情報開示
  一連のデューディリジェンス
に関する取り組みの開示

負の影響の防止・軽減
  周知、教育
  フィードバックの実施

モニタリング 
  取り組みの状況を社外より 
定期的にモニタリング

  是正・救済措置の検討

負の影響の特定・評価 
  重要な人権課題の特定
  リスク調査・評価

人権尊重の取り組みの
基本的な考え方
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〈当社グループ内への対応〉
人権リスクへの対応
当社は、各事業所に人権啓発推進者を配置し、事業所単位で
人権啓発活動を推進するとともに、会社全体として人権啓発の取
り組みを実施していく観点から、毎年度末に「全社人権啓発推進
者会議」を開催し、人権啓発教育や新たな人権リスク等に関する
意見交換を行い、次年度における人権啓発活動の方針を検討し
ています。それを踏まえ、年度初めに人事労政管掌執行役員を
議長、各事業所の人事責任者を構成メンバーとした「全社人権同
和啓発推進会議」を開催し、当年度の人権啓発活動の方針を決定
しています。
各事業所においては、「全社人権同和啓発推進会議」で決定し

た方針に則り人権啓発活動を実施することに加え、事業所ごとの
課題も考慮した研修会を開催する等、従業員に対する啓発活動
に積極的に取り組んでいます。また、各地域の公共団体等が主宰
する人権啓発組織や活動にも参画し、地域と一体となった人権
啓発にも努めています。
また、国内外のグループ会社に対して、当社の取り組みを横展
開するとともに、内部統制に関するチェックリストを通じて、労
働関係法規の遵守状況、相談窓口の設置等について定期的にモ
ニタリング調査を実施しています。
当社はこうした取り組みを通じて、時代とともに変化する人権

リスクの把握からリスクを低減するための体制整備や仕組みの
構築等、人権侵害の防止に向け継続的かつ組織的な活動を展開
しています。

児童労働・強制労働の防止
当社は、児童労働・強制労働に関する国際規範を基本とし、双
方を根絶するとの方針のもと、関係法規を遵守するとともに、グ
ループ会社に対しても定期的にモニタリング調査を実施する等、
当社グループの事業活動における発生を防いでいます。

給与に関するコンプライアンス
当社は、最低賃金、時間外賃金、同一労働・同一賃金等の給与
に関して定められた各国・地域の法令に遵守しています。加えて、
労働者に対して適正な生活水準の維持に必要な賃金（生活賃金）
の支払いに努める方針としています。また、賞与については、各
国、地域、業種の実態等について定期的に調査を行うとともに、
労働組合ともその都度、真摯な話し合いの場を設け、経営実態や
業績も踏まえながら従業員へ適切に還元しています。

人権啓発教育
当社では、「全社人権同和啓発推進会議」で決定した方針のも

と、新入社員からベテラン層までのすべての階層の研修に人権啓
発に関するコンテンツを組み込み、ハラスメントや同和問題、
LGBTQへの理解促進、業務遂行上の人権問題等、様々なテーマ
について教育を行っています。
また、人権侵害を未然に防止するためには、日常における円滑
な労使関係を基盤とした従業員との双方向のコミュニケーショ
ンが重要であることから、管理職研修やグループ会社幹部への
研修においては、健全な労使関係の構築に向けた教育にも取り
組んでいます。
これらの人権侵害防止に向けた風土・職場環境づくりに資す
る全体教育に加え、就職差別防止の観点での採用業務従事者に
対する公正な採用選考に関する教育や、海外事業における人権
侵害防止の観点での海外赴任者に対する異文化理解・コミュニ
ケーション等（各国特有の伝統・文化・商慣習・労使慣行等への
配慮）の教育、また、調達業務従事者に対するCSR調達（サプライ
ヤー向け人権尊重等）に関する教育、特定の業務における人権侵
害リスクに対する教育にも取り組んでいます。

救済措置の仕組み
当社は、人権を含めた様々なコンプライアンス問題に関する相
談窓口を明確化し、従業員および関係者にとって相談しやすく、
また会社としても人権侵害事象を把握・特定できる苦情処理メ
カニズムの構築をグループ全体で推進しています。
具体的には、ハラスメント等の人権侵害に関する通報・相談に

ついて、当社従業員および当社グループ従業員とその家族はも
とより、取引先の従業員等から受け付ける「コンプライアンス相
談室」を設置・運用している他、様々なステークホルダーからの
通報・相談をWebサイト上のお問い合わせフォームを通じて受
け付けています。これらの内部通報・相談等の個別事案への対
応については、通報・相談者のプライバシーを保護し、不利益な
取り扱いを受けないよう十分な配慮をした上で事実関係を調査
し、必要に応じ弁護士・外部専門機関等、社外の助言を得て、関
係者への指導・教育を行うとともに、その適切な解決を図ってい
ます。是正・救済すべき対象が確認された場合には適切に対処
するように努め、実効性についてはチェックリスト等を通じて定
期的に確認・検証しています。

［人権に関するお問い合わせフォーム］

• 日本語でのご相談
bhr_contact@jp.nipponsteel.com

• 海外又は英語でのご相談
https://jacer-bhr.org/en/application/form.html

また、人権侵害の未然防止や事案が発生した際の解決を図る
上では労使関係が果たす役割が重要であることから、当社労使
間においては、労働協約や労使協定又はこれに直接関連のある
諸規則の解釈適用に関する紛議が生じた場合、労働組合と締結
している苦情処理手続きに関する協定に基づき、労使双方を委
員とする苦情処理委員会を設け、紛議の解決を図る仕組みを整
備しています。

人権に関する階層別研修受講者数 （2025年度実績）

5,085名
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当社は多くの製造拠点を持ち、各拠点の地域に根付いた事業活動を行っています。私たちは「地域・社会との共生」という考えのもと、
地域の環境保全、教育支援、スポーツ支援、株主・投資家の皆様との対話、音楽文化支援等幅広い活動を推進しています。

NPO法人「森は海の恋人」活動への参加
当社は、故畠山重篤氏（2012年国連フォレストヒーローズ受
賞）が設立された宮城県気仙沼市のNPO法人「森は海の恋人」の
法人正会員です。
同NPOの活動は「森・里・海の生態系連環が海の恵みを育む

（森の樹木を育てることにより川を流れる腐食酸鉄が増え、その
結果、河口付近の生態系が改善し、カキやホタテ等の生態系サー
ビスも豊かになる）」という科学的メカニズムに基づいたものです。
当社は、同NPOが開催する岩手県室根山での植樹祭に2012年
以降毎年参加しており、第38回となる2026年度も当社社員が現
地で植樹活動を行いました。

教員の受け入れ
経済広報センター主催の「教員の民間企業研修プログラム」に
参加し、毎年、各地域の小・中学校等の先生方にお越し頂き、生
産ラインの見学、人材育成や環境活動の取り組みの紹介、VRを
活用した安全教育等を行っています。2025年度には6つの製造
拠点で81名の先生方にお越し頂きました。

出張授業
各製鉄所では近隣の小学校等への出張授業を行っています。
九州製鉄所大分地区では、2025年度に近隣の5つの小学校等

において計392名の児童に対し科学実験の授業を行いました。

祭りを通した交流
各製鉄所では、地域と一体となった製鉄所まつりを開催してい

ます。工場見学会の開催等多くの催しが行われ、製鉄所で働く従
業員やご家族、近隣住民の皆さんに楽しんで頂き、毎年たくさん
の方々で賑わいます。また、各地域で行われる祭りへも積極的に
参加をしています。

5

植樹祭の様子

東日本製鉄所君津地区での研修 東海秋祭り（名古屋製鉄所）

室蘭ねりこみ（北日本製鉄所室蘭地区）

九州製鉄所大分地区の出張授業
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地域の清掃活動
各製鉄所の近隣では各種の清掃活動に取り組んでいます。関
西製鉄所和歌山地区は、2025年6月28日に和歌山県の人気ス
ポット「磯ノ浦海水浴場」において砂浜や周辺のごみ拾い、漂着物
の撤去に取り組みました。当日は、200人を超える社員と家族が
参加しました。

音楽文化支援
当社は日本製鉄文化財団への活動支援を核として、音楽文化
支援に積極的に取り組んでいます。同財団は、音楽ホール「日本
製鉄紀尾井ホール」、レジデントオーケストラ「紀尾井ホール室内
管弦楽団」を運営する他、邦楽の普及活動にも力を入れています。
また、1990年に創設した日本製鉄音楽賞を、若手クラシック音
楽演奏家並びにクラシック音楽の発展に貢献された方々に年1回
贈呈しています。

製鉄所工場見学会
当社は株主の皆様や機関投資家の皆様、そして地域の皆様と
の対話の充実に取り組んでおりますが、各地でも定期的に経営
概況説明会や製鉄所工場見学会を開催しています。2025年度は
約9万人の皆様に当社の製鉄所をご見学頂きました。

スポーツを通じた社会貢献
柔道、野球、サッカー、ラグビー、バレーボール等、当社は製
造拠点の地域に深く根ざした有力スポーツチームを運営、又は
支援しています。チームを通じ、子供向けスポーツ教室、運動施
設の開放等、地域の皆様の健康的な生活をサポートするととも
に、地域の活性化に貢献することを目指しています。

スポーツ大会開催
関西製鉄所大阪地区（尼崎）は2025年9月27・28日に「第5回

日本製鉄杯～Victory Cup～女子中学生バレーボール大会」を開
催し、近隣の中学から約550人の選手が参加して行われました。
他の製鉄所でも各種スポーツ大会が開催されています。

関西製鉄所大阪地区（尼崎）開催のバレーボール大会

製鉄所工場見学会

和歌山海岸清掃

日本製鉄釡石シーウェイブス

日本製鉄紀尾井ホール
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